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　このたび産総研つくばセンターの正門近くに「つくば本部・情報技術共同研究棟」が完成し

た。つくば中央地区ではもっとも背の高い9階建てで、モダンなアルミパネルと重厚感あるレ

ンガタイルを組み合わせた外壁でそびえ、表通りからも見えるセンターのあらたなシンボルに

なっている。建物上層には、これまで数カ所のビルに分散していた管理・関連部門が集中して

配置され、「つくば本部棟」としての機能がようやく集約された。各部門の連携と効率の向上

が期待される。

　「情報技術共同研究棟」は建物低層部に配置され、国内最高の総演算性能を有するクラスタ

計算機「AISTスーパークラスタ」など最先端のネットワーク情報処理設備を有する産学官共

同研究施設である。次世代超高速情報処理技術や高度並列ソフトウェア開発の分野において、

横断的かつ国際的なネットワーク情報処理の拠点として、これらを活用して新産業、ベン

チャー企業創出を図るための共同研究施設である。詳しい紹介は別記事に譲るとして、本施設

がつくば地域のみならず、国際的にも開かれた文字通りコミュニティーにおける連携ネット

ワークのハブとし活用されることが期待される。

　産総研は平成13年度に独法化して以来4年目を迎え、本年度は第一期中期計画の最終年と

なった。この間、多くの特殊法人や国立大学が新たな独立法人として次々とスタートした。そ

れぞれが社会の中での新たな役割と位置づけを見いだすべく、独自の経営を展開しようとして

いる。これまではこれらの機関は、基本的には政府行政機関を中心としたピラミット構造の一

部としてその役割を果たしてきた。それから切り離されたいまは、より広い意味での公共的な

独立機関として、産業や社会、生産者、消費者と同じ次元のさまざまなコミュニティーにおけ

る連携ネットワークの重要なハブとしての機能が求められている。

　産総研自体も、その組織構造はフラットな研究ユニットをベースに、それらの連携によって

これまでにない新分野が創製されるべく設計された。大きくは6つの研究分野に区分される

が、設計のねらいは各ユニットが相互連携ネットワークの重要なハブとして機能することによ

り新たな分野が展開されることであった。

　新棟の完成を機に、また、第一期中期計画の終了と第二期への展開を迎える年度にあたり、

初心を忘れることなく「本格研究」のための連携体制を確立する年にしたいと考えている。

小玉 喜三郎
独立行政法人 産業技術総合研究所 副理事長

つくばセンター所長

初心 ― 連携のハブとして
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り、プローブと試料（主に強磁性体）の間に働く磁気

力を検出するものである。磁気力プローブ顕微鏡は、磁

気力顕微鏡Magnetic Force Microscope の頭文字を

とってMFMとも呼ばれている。試料からの漏れ磁場

検出を観察原理とするために、定量的な磁気特性の評

価は出来ないが、試料の表面の状態に敏感でないこと

から、その観測に特殊な環境や試料表面の処理を必要

としないという実用上の極めて大きなメリットを持っ

ている。ところが、MFMは汎用性に優れているもの

の、これまでのところ、市販の装置では一般に50～100

nm程度、また最先端の装置でも20～30 nm程度の分

解能しか達成できておらず、超高記録密度化を目指す

HDDや、不揮発性磁気ランダムアクセスメモリ※など

次世代の磁気記録媒体を評価するためには、高分解能

MFMの開発が急務であった。

　走査型プローブ顕微鏡にて高分解能を達成するキー

ポイントは、まずプローブ先端を尖鋭化することであ

る。例えば、原子間力顕微鏡を用いたナノ構造の形状

観察においては、カーボンナノチューブをプローブ先

端にとりつけることにより、より微細な構造を観察で

きるようになることが知られている。これは、プロー

ブ先端がより尖ったものになるだけでなく、ナノ

チューブの縦長な構造が微細な凹凸を観測するのに適

しているからである。当共同研究グループはそこに着

　近年、磁気ハードディスク（HDD）は、一般のAV家

電としてテレビ録画にも用いられるようになり、その記

録密度の向上を目指した研究開発が非常に盛んに行われ

ている。HDDは、極微細な磁石の集合体を作りこんだ

ものであり、その極微細磁石からの漏れ磁場（NS極）の

向きで、1と0の情報を記録している。記録密度の向上

のためには、この極微細磁石をさらに小さくしていかね

ばならず、現在の研究開発スピードが続けば、2005年

には、25 nm（1nmは10億分の1m）以下の幅を持った

微細な磁石を並べていかねばならなくなることが予想さ

れている。その際には、この極微細磁石を規則的に並べ

るだけでなく、磁石間の相互作用を制御することも必要

であり、ナノテクノロジーを駆使した研究開発の典型例

となっている。

　HDDの開発と並行して、微細な磁石の状態を評価す

るための装置の開発も盛んに行われている。現在までの

ところ、10 nm領域の分解能を持つ評価装置、例えばス

ピン偏極電子を用いたトンネル顕微鏡や走査型電子顕微

鏡などでは、多彩な磁気特性を評価できるが、極めて清

浄な試料表面でなければその観察が行えない等の理由か

ら、超高真空装置内でその表面を加工し、特殊な電気信

号の検出装置を用意することが必要なため、磁気記録の

研究開発現場で広く利用されることはなかった。

　一方、磁気力プローブ顕微鏡は、プローブ（探針）と

試料間に働く様々な物理量を検出し、微小領域の形状

や物性測定をする走査型プローブ顕微鏡のひとつであ

超高密度磁気記録と磁気力顕微鏡

カーボンナノチューブを用いた磁気
力顕微鏡用プローブ

世界最高分解能の磁気力プローブ顕微鏡を
開発

　産総研ナノテクノロジー研究部門は、（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構からの委託事業であるナノテクノ

ロジープログラム・ナノ機能合成技術プロジェクトにおいて、エスアイアイ・ナノテクノロジー株式会社及び富士通

株式会社とともに、世界最高分解能の磁気力プローブ顕微鏡の開発に成功した。当共同研究グループは、観察物の微

弱な磁気情報を読むために必要な高感度顕微鏡機能の改良と、カーボンナノチューブをとりつけたプローブに均一に

強磁性体薄膜をコーティングするプロセス技術を新しく開発することによって、10nm程度の磁気的な構造物を観測

した。超高密度磁気記録の分野のみならず、最近非常にその研究が活発になってきたスピンエレクトロニクス分野全

体においても、強力な研究ツールとなることが確実である。

超高密度磁気記録の研究開発を加速
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目し、カーボンナノチューブ付きの原子間力顕微鏡プ

ローブに強磁性体をコーティングし、MFM用プロー

ブとすることを試みた。より具体的には、産総研にお

いてカーボンナノチューブ付プローブへの強磁性体

コーティングが行われ、産総研とエスアイアイ・ナノ

テクノロジー株式会社との共同開発装置である磁気力

顕微鏡にそのプローブを取り付け、富士通株式会社か

ら提供された次世代垂直磁気記録媒体を観察すること

によってその性能評価を行った。また、今回使用した

カーボンナノチューブ付プローブはエスアイアイ・ナ

ノテクノロジー株式会社、大研化学工業株式会社、大

阪府立大学による共同開発品である。

　図１は、その共同研究開発された磁気力顕微鏡装置

と、強磁性体薄膜をコーティングしたプローブの写真で

ある。磁気力顕微鏡装置は、小さな真空装置のように

なっている。試料とプローブのある空間を真空にするこ

とによって、それらの間に働く磁気力をより高感度に検

出できるように工夫されている。カーボンナノチューブ

付プローブへの強磁性体薄膜のコーティングは、スパッ

タリング法と呼ばれる真空成膜法の一つを用いて行っ

た。スパッタリング法は、各種の薄膜を生産レベルで大

量に成膜するのに広く用いられている手法である。その

成膜条件と、強磁性体の種類を選ぶところにノウハウが

あって、電子顕微鏡像に明らかなように、カーボンナノ

チューブ部分に均一に強磁性体がコーティングされたプ

ローブを得ることができるようになった。

　MFMによる垂直磁気記録媒体の観察原理を示す概

要図と、実際に得られたMFM像を図２に示す。また、

参考のために、HDDの写真も示した。カーボンナノ

チューブ付プローブには強磁性体薄膜がコーティング

されており、観察の前にその先端がN極あるいはS極

になるように強い磁場をかけてある。したがって、記

録媒体からの漏れ磁場の向きによって、プローブは引

力あるいは斥力を受けることになる。MFM像の1辺は

1μmであり、試料とプローブの間に働く磁気力が引

力であるか斥力であるかを色の濃淡で可視化している。

白抜き矢印で示した縦長のコントラストの帯が右斜下

から左斜上の方向に並んでいる様子がわかる。ここで、

FCI（flux change per inch）という単位は、媒体に書

き込まれた磁区からの漏れ磁場（NS極）の向きが、1

インチの長さあたり、何回変化したかを示す単位であ

る。1100kFCIでは、1インチ当たり110万回磁場の向

きが変化することを示している。MFM像にて斜め方

向に並んでいる帯の幅は約23nmであり、色の濃淡具

合（正確には、振動させながら観察をさせているプ

ローブの位相シフト量）を縦軸に、横軸に距離を取っ

た断面図から評価した分解能は、約10nmであった。

　現行のHDDは、トラック上に極微細磁石を横方向に

並べて記録する面内磁気記録方式を採用しているが、超

高密度記録を行う際には、熱によってこの磁石のNS極

図1　共同研究開発された磁気力顕微鏡装置（a）と、MFMプローブの電子顕微鏡写真（b）
（b）の最下図における細長い部分が、強磁性体薄膜のコーティングされたカーボンナノチューブであり、その直径は約40nm。

次世代垂直磁気記録媒体の観察

（a） （b）
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　●問い合わせ

　独立行政法人 産業技術総合研究所

　ナノテクノロジー研究部門

　先進ナノ構造グループ　研究グループ長　秋永　広幸

　　E-mail : akinaga.hiro@aist.go.jp

　  〒305-8568
　　　茨城県つくば市梅園1-1-1中央第2

（株）エスアイアイ・ナノテクノロジー
技術総括部　要素技術課技術2G　専門課長
安武　正敏

　本文中にも記載があるように、磁気情報ストレージデバ

イスにおいては、高密度記録の進展とともに、20nm ～

30nmを最小単位として磁気情報が書き込まれ、読み出さ

れるに至っている。今回のMFM装置の開発は、媒体の材

料ナノ構造評価と、実際の記録再生特性評価の中間段階で、

媒体上にどのように磁気情報が書き込まれたかを直接高分

解能で観察できるようになったことを意味する。また、汎

用性も有している。これらの観点から、本開発の意義は非

常に大きいと考える。今後、このMFMを駆使して、記録

媒体や記録ヘッドの開発を促進して行きたい。

■共同研究開発者から

　従来のMFM探針は、シリコンのカンチレバーに磁性体

をスパッタコーティングしていたため、先端の直径が50～

80nmとばらつきも大きく、さらに円錐形状、つまり先端部

よりも上部の表面積の大きい探針で、長距離力の磁気力を

検出するため、高分解能で再現性のあるMFM画像は得ら

れにくかった。これらの問題点を解決するために、今回、円

柱形状で直径のばらつきの少ないカーボンナノチューブを

母材として、その上に均一にスパッタコーティングするこ

とにより上記課題をクリアできた。基本性能は確認できた

ので、今後は産総研との共同研究の成果を生かして、信頼

性の向上に重点をおき、再現性の高い長寿命のMFM探針

を目標に製品化を進める予定である。

（株）富士通研究所　磁気ディスク先行研究部　部長
田中　厚志

図2　MFMによる垂直磁気記録媒体の観察原理を示す概要図（a）と、1100kFCIの磁気情報が書き込まれた次世代垂直磁気記録
媒体のMFM像（b）
（b）における白抜き矢印が、MFM像上のそれと対応している。また、実際のHDDの写真（(c)この次世代垂直磁気記録媒体が用いられ
たものではない）。円盤状の部分が磁気記録媒体であり、ここに情報が書き込まれている。

の向きが揺らいでしまうことが問題になっている。これ

に対し、トラック面に垂直に極微細磁石を配置する垂直

磁気記録方式が、この様な問題を解決できる将来の記録

方式として研究されていて、今回の評価に用いた記録媒

体はこの垂直磁気記録が行われたものである。つまり、

図２に示された極微細な棒磁石は、数nmの径を持ち白

矢印のある面の垂線方向に磁化を示す、更に極微細な磁

石の集合体なのである。熱揺らぎに影響を受けないよう

な極微細棒磁石を媒体に書き込み、またそれらの書き込

まれた棒磁石同士がお互いに余計な影響を及ぼさないよ

うにすることなどが次世代HDDの開発現場では重要な

課題である。今回開発されたMFMには、その極微細棒

磁石の様子を手に取るようにイメージングすることに

よって、それらの課題克服に向けた研究開発を強力に推

進することが期待されている。

◆参考文献
※ 湯浅新治: AIST Today, Vol. 4, No. 5, 4-6 (2004).

◆関連情報
・プレス発表 , 平成 16年 3月 17日: http://www.aist.go.jp/aist_j/
press_release/pr2004/pr20040317/pr20040317.html

（a）

（b）

（c）

提供: 富士通株式会社

カーボンナノチューブ
MFMプローブ

媒体からの漏れ磁場

垂直磁気記録媒体

媒体の磁石の向き
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共生細菌が昆虫の植物適応を変える

　産総研生物機能工学研究部門では、アブラムシという昆虫の植物適応が、体内に存在する特定の共生細菌によって

規定されているという現象を発見し、2004年3月26日発行の米科学誌サイエンスに発表した。これは、寄主植物

特異性という生物にとってきわめて重要な生態的性質が、共生微生物によって支配されうることを実際に明らかにし

た初めての研究となる。

　従来、寄主植物特異性や環境適応といった生物のマクロな性質は、その生物自身の属性であると考えるのが普通で

あった。しかし本発見が示唆するのは、目に見えないゆえに気づかれずにいるだけで、実は体内に存在するミクロの

共生微生物群集が、私たちの目にしているさまざまな生物現象に大きな影響を与えている場合が少なからずあるので

はないか、という新たな観点であり、微生物学、昆虫学、生態学、農学、害虫防除といった生物学のさまざまな分野

における現象の捉え方や研究アプローチに広く影響を与えうる研究成果である。

微生物の新機能の発見

　アゲハチョウの幼虫はミカンの仲間の葉しか食べな

い。ところがよく似たキアゲハでは、幼虫はニンジンや

セリの仲間の葉を食べ、ミカンには見向きもしない。カ

イコの幼虫はクワの葉以外は絶対にうけつけない。この

ように植物を食べるさまざまな昆虫は、一般にどんな植

物でも餌にできるわけではなく、むしろごく限られた植

物しか利用できないのが普通である。こういった現象を

「寄主植物特異性」という。

　寄主植物特異性は、植物の含む栄養や化学成分が種

によって異なることや、植食者による食害を防ぐため

に植物がさまざまな毒物質や忌避成分を作るために、

それらを解毒するしくみを進化させないとその植物を

利用できないことなどによって生じると考えられてい

る。昆虫と植物の間の生理学、生化学、生態学、共進

化などに関わる興味深い現象であるのみならず、農業

生産や害虫防除などの観点からも注目され、基礎と応

用の両面から活発な研究がおこなわれてきた。

　ある昆虫が特定の植物しか食べないという寄主植物特

異性を示すとしよう。そのインパクトは食べ物が規定さ

れるということにとどまらない。植物はそれぞれに適し

た環境に生えることから、その昆虫の生息場所や環境も

規定される。さらには、その昆虫がさまざまな形で相互

作用する可能性のある、近縁種や他種生物の群集までも

大きく影響されることになる。異なる寄主植物利用を発

端として生物の新しい種が形成されるという、いわゆる

“同所的種分化”も起こりうる。このような重要な生物学

的性質は、当然のことながら、その昆虫自身の遺伝子に

よって支配されているものと考えられてきた。

寄主植物特異性とは

寄主植物特異性の重要性

図1　（左）エンドウヒゲナガアブラムシ、（中）カラスノエンドウ、（右）シロツメクサ
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　エンドウヒゲナガアブラムシは路傍の草地などにご

く普通にみられる体長３ｍｍくらいの緑色の昆虫で、

主要な寄主植物はカラスノエンドウとシロツメクサで

ある（図１）。本種に限らずアブラムシ類は一般に、体

の中に微生物との高度な共生系を有している。腹部に

菌細胞という特殊な巨大細胞が多数あり、その細胞質

の中には無数の共生細菌が収納されている（図２）。

この細菌は大腸菌に比較的近縁でγプロテオバクテリ

アに属し、ブフネラ（Buchnera）と呼ばれている。ア

ブラムシの餌である植物の汁液にはさまざまな栄養素

が不足しているが、ブフネラは必須アミノ酸やビタミ

ンを効率よく合成して宿主に供給しており、アブラム

シはブフネラを失うと、成長の遅れ、死亡率の増大、

不妊化などの重篤な症状を示す。ブフネラも長い共生

進化の過程で、自由生活に必要な多くの遺伝子を失っ

ており、アブラムシの細胞の外で生きていくことはで

きない。すなわちアブラムシとブフネラは、お互いな

しでは生きていけない必須共生関係にある。

　アブラムシ類における共生細菌ブフネラの重要性は

従来からよく知られていた。しかし、アブラムシの体

内に共生している細菌はブフネラだけではない。さま

ざまなアブラムシ類において、多様な形態のもう１種

類（もしくは２種類以上）の細菌が、ブフネラと共存

しているのがごく普通にみられる。これらは“二次共

生細菌”と総称されるが、その微生物学的実体や生物

学的機能についてはほとんど不明であった。我々のグ

ループは、このような未知の共生微生物群の多様性や

機能の解明を目指して、さまざまなアプローチからの

研究をおこなってきた。

　エンドウヒゲナガアブラムシ野外集団における共生細

菌の多様性を調べていく過程で、我々はシロツメクサか

ら採集したアブラムシが、ブフネラに加えてもう1種類

のγプロテオバクテリアに属する未記載の共生細菌（図

３；Pea Aphid U-type SymbiontからPAUSと仮称）を

頻繁に保有していることを見い出した。

　ブフネラと違い、PAUSはアブラムシの生存には必要

ない。野外におけるPAUSの感染頻度は平均すると15%

ほどにすぎない。しかしシロツメクサ上に限ってみると

高頻度で検出される。なぜ宿主の生存に必要のない共生

細菌が、カラスノエンドウ上では少なく、シロツメクサ

上のアブラムシ集団にのみ蔓延しているのだろうか？

図2　アブラムシの内部共生系
（上）アブラムシ体内における菌細胞の分布を赤で示す。
（下）菌細胞の顕微鏡写真。中央に抜けて見えるのが細胞核。細胞
質中の無数の顆粒が共生細菌ブフネラ。スケールは25μm。

図3　エンドウヒゲナガアブラムシの二次共生細菌PAUSの体
内分布
赤がPAUS、緑がブフネラ、青がアブラムシの細胞核。PAUSは
ブフネラの菌細胞の周縁に分布する扁平な細胞（鞘細胞と呼ばれ
る）の中に存在する。スケールは50μm。

アブラムシの二次共生細菌
機能未知の多様な共生者たち

シロツメクサと二次共生細菌PAUS

アブラムシの共生細菌ブフネラ
生存に必須なパートナー
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　●問い合わせ

　独立行政法人 産業技術総合研究所

　生物機能工学研究部門

　生物共生相互作用研究グループ　研究グループ長　深津　武馬

　　E-mail : t-fukatsu@aist.go.jp

　  〒305-8566
　　　茨城県つくば市東1-1-1中央第6

◆参考文献
・Tsuchida, T., Koga, R., Fukatsu, T. (2004) Host plant specializa-
tion governed by facultative symbiont. Science 303: 1989.
・Koga, R., Tsuchida, T., Fukatsu, T. (2003) Changing partners in
an obligate symbiosis: a facultative endosymbiont can compensate
for loss of the essential endosymbiont Buchnera in an aphid. Proc.
R. Soc. Lond. B 270: 2543-2550.
・Tsuchida, T., Koga, R., Shibao, H., Matsumoto, T., Fukatsu, T.
(2002) Diversity and geographic distribution of secondary symbi-
otic bacteria in natural populations of the pea aphid, Acyrthosiphon
pisum. Mol. Ecol. 11: 2123-2135.
◆関連情報
・プレス発表 , 平成 16年 3月 26 日: http://www.aist.go.jp/aist_j/
press_release/pr2004/pr20040326/pr20040326.html

生物機能工学研究部門　生物共生相互作用研究グループ　研究グ
ループ長　深津　武馬（写真左）、同研究グループ研究員　古賀　
隆一（写真右）、同研究グループ特別研究員　土田　努（写真中央）

　我々は、新規に開発した抗生物質による選択的除去法
を用いて、遺伝的背景が同一でPAUS感染のみが異なる

アブラムシ系統を作成した。それら感染系統および非感

染系統を、同一条件のもとでカラスノエンドウとシロツ

メクサの上で飼育して、PAUS感染が宿主アブラムシに

どのような影響を与えるのかを評価した。

　カラスノエンドウ上では、PAUS感染系統も非感染系

統もよく繁殖し、いずれも生涯の産子数は100匹以上に

のぼった。ところがシロツメクサ上ではPAUS感染系統

は100匹以上の子どもを産んだが、非感染系統では産子

数が半減した。このような非感染系統に微小注入法を用

いてPAUSを再感染させると、産子数は100匹以上に回

復した。

　すなわちPAUSという共生細菌は、シロツメクサとい

う特定の寄主植物上において、エンドウヒゲナガアブラ

ムシの繁殖力を倍増させる能力を示したのである。

　春の草原にはカラスノエンドウもシロツメクサもたく

さん生えている。PAUSをもたないアブラムシは、カラ

スノエンドウ上でしか効率よく繁殖できない。ところが

PAUSに感染したアブラムシは、カラスノエンドウもシ

ロツメクサもほぼ同様に効率よく利用できる。すなわち、

PAUS感染によってアブラムシが利用できる寄主植物の

範囲が拡がるのである。このような現象の生態的な意義

はきわめて大きいものに違いない。

　おそらくエンドウヒゲナガアブラムシにとって、シロ

ツメクサはカラスノエンドウよりも質の劣った寄主植物

なのであろう。PAUSの具体的な機能についてはまだ不

明であるが、シロツメクサに足りない栄養分を補ってい

るか、もしくはシロツメクサに含まれる有害物質を解毒

しているといった可能性が考えられよう。

　アブラムシの寄主植物適応がPAUS感染によって

変化するという現象について、具体的な生理機構や

分子機構を解明することが今後の最大の課題である。

アブラムシ以外の昆虫類にもPAUSは感染している

のか、いるとすれば寄主植物特異性などの性質にど

のような影響を与えているのかを探索していくこと

も重要な課題となろう。PAUS のような共生細菌の

PAUS感染がアブラムシの植物適応
を変える
シロツメクサ上で産子数が倍増！

●産総研・生物機能工学研究部門の生物共生相互作用研究グ
ループは、未探索の遺伝子資源の宝庫である難培養性の共生微
生物を主要ターゲットとして、さまざまな研究を展開してい
る。本研究成果は、深津武馬グループ長および古賀隆一研究員
による、昆虫類にみられる多様な共生細菌の機能探索から得ら
れたものである。東京大学総合文化研究科の大学院生であった
（現 : 産総研特別研究員）土田努博士が本研究の主要部分を実
際に遂行した。

アブラムシにおけるPAUS感染の
効果と意義

今後の展開

機能解析やゲノム解析からは、基礎科学としてばか

りではなく応用的にも重要な新知見が得られるかも

しれない。これらの研究を通じて、共生微生物が宿主

生物の環境適応に重要な役割を担うという現象の多

様性、一般性、応用利用の可能性などについて追求し

ていく予定である。
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　再生医療（ティッシュエンジニアリング）

は、自己の（幹）細胞を生体外で培養し、疾患

箇所に移植する技術である。しかし現在行わ

れている軟骨再生医療では、基本的に自家軟

骨移植であり、非加重部位の軟骨を採取し、

それを直接、あるいは培養した後になんらか

の足場材料とともに軟骨欠損箇所に移植する

手法が主流である。しかし、自家軟骨移植で

は採取できる軟骨の量に限界があり、健全な

組織への侵襲が必要になる。また、軟骨組織

は生体外で2次元培養（つまりペトリディッ

シュ内で培養）すると脱分化し軟骨の性質を

失ってしまう欠点がある、しかも細胞は比重

が1より少し大きいため、重力の影響を受け通

常の培養方法では細胞培養皿の底に沈み2次元

細胞シート組織しか得ることができない。

　我々はこれらの問題を解決すべく、骨髄に

含まれる幹細胞（間葉系幹細胞）から擬微小重

力環境下で細胞を培養できるRWV（rotating

wall vessel）バイオリアクター（トミーデジタ

ルバイオロジー株式会社提供）を用いて軟骨組

織を構築する技術開発を物質材料研究機構･生

体材料研究センターとの共同研究として行っ

てきた。

　写真はRWVバイオリアクター内でウサギ骨

髄由来間葉系幹細胞より構築できた軟骨組織

である。生体外で4週間培養しただけで移植可

能な大きさの高強度の軟骨組織を形成するこ

とに成功した。しかも、サフラニンO染色な

ど組織化学的な検査によって内部まで壊死を

起こさず均質な軟骨組織が形成されているこ

とも分かった。アグリカンやタイプIIコラー

ゲンといった軟骨特異的なマーカーの発現も

顕著で、良質の軟骨組織であることを物語っ

ている。

　本技術の新規性のひとつは自家軟骨ではな

く、骨髄に多く含まれる間葉系幹細胞を用い

て軟骨の3次元構築を行う点にある。間葉系幹

細胞は増殖させれば多数の細胞を得ることが

でき、大きな軟骨欠損にも対応できる。そし

て、本研究の最大の新規性はRWVバイオリア

クターを用いた組織再生を行う点にあり、国

内でこの種のバイオリアクターを用い移植可

能な軟骨組織を構築することができた例は唯

一（産総研、物質･材料研究機構チーム）であ

る。今後は、筑波大学臨床医学系との共同研

究として臨床応用を目指した研究を進めてい

く一方、バイオリアクターの自動化技術など

の改良･開発を企業とともに進めていく予定で

ある。

うえむらとしまさ

植村寿公
t.uemura@aist.go.jp
年齢軸生命工学研究センター

関連情報
● 特願2003-413758「擬微小重力環境下での骨髄細胞を用いた3次元軟骨組織構築方法」（木田尚子 , 植村寿公 ,
　 大藪淑美 , 田中順三）.
● 木田尚子 , 小島弘子 , 大藪淑美 , 植村寿公 , 田中順三: 第 25回日本バイオマテリアル学会（2003）.

写真　RWVバイオリアクター内で構築した軟骨組織
写真はラビット骨髄細胞からRWVバイオリアクター内で約１ヶ月
培養し形成された軟骨組織。
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 あかまつもとゆき

赤松幹之
akamatsu-m@aist.go.jp
人間福祉医工学研究部門

　最近、自動車関連分野ではITS（高度道路交

通システム）の開発が盛んになっているが、そ

れを利用するのはドライバであることから、ド

ライバの特性を考慮したヒューマンセンタード

デザイン（人間中心設計）が必要である。これを

実現するためにはドライバ行動を客観的に記録

した十分なデータが重要となる。そこで、

我々は実際の道路上での運転行動データを大量

に計測して運転行動データベースを構築した。

　これは、運転行動計測用車両を用いて、実

際の路上での約100名の一般ドライバによる

約2,300回の走行、延べ約3万キロ以上に渡る

運転行動データ（アクセルやブレーキ操作の地

点や量、その時の速度や加速度など）を収集･

蓄積を行ったものである。運転行動データ

ベースとしては世界最大規模であり、種々の

自動車技術開発のためのバックデータとして

自動車関連業界で多くの活用が期待される。

（社）人間生活工学研究センターでは、平成16

年度中にこれを有償で公開することにした

が、産業界で利用可能な自動車運転行動デー

タベースは世界で初のものとなる。

　さらに、本プロジェクトでは、この運転行動

データベースを用いることによって、ドライバ

が通常とは異なる運転行動をとったことを検知

する技術と、これを用いた車載型の運転支援シ

ステムのプロトタイプを開発した。これは、

「一般のドライバが状況に応じて、いつもどお

り運転しているのであれば事故につながるリス

クが高まる状態にはなりにくいが、“うっかり”

して、いつもの運転行動から逸脱するとリスク

が高まる状態になりやすい。」という新しい考

えに基づいたものである。実際の路上での運転

行動データから一般ドライバの通常行動を知る

ことで、この通常からの逸脱を検知する技術を

実現することができた。

　運転行動の通常からの逸脱の検知技術は、最

も多い事故形態の一つである出合い頭の事故に

関わる運転行動を対象として、一時停止交差点

における（非優先道路での）減速停止行動に注目

し、データベースに蓄積された一般ドライバの

減速停止行動データを用いて開発した。減速停

止の多数のデータから統計的モデル化手法であ

るベイジアンネットワークを用いて通常運転の

モデルを構築し、このモデルを参照して、ブ

レーキタイミングや踏込み量がどれだけ危険側

にずれているかを評価して、通常からの逸脱度

としてドライバに呈示するものである。これに

よって、運転中に自分がどの程度普段の運転行

動から逸脱しているかを知ることができ、未然

に危険な状態に陥ることを防ぐことが可能にな

るものである。

関連情報
● プレス発表, 平成16年3月3日: http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2004/pr20040303/pr20040303.html
● 赤松幹之: 自動車技術 , Vol. 57, No. 12, 34-39 (2003).
● M. Akamatsu, Y. Skaguchi, M. Okuwa: Proc.. Human Factors and Ergonomics Soc. 47th Annual Meeting,
　 1895-1899 (2003).
● 本研究はNEDOプロジェクト「人間行動適合型生活環境創出システム技術」の一部として，（社）人間生活工学研究センターと共同
　 で、（株）豊田中央研究所 , 日産自動車（株）, マツダ（株）, 横河電機（株）とともに行ったものである。

図2　行動データに基づく車載運転支援シ
ステムプロトタイプの概要
車載されたこのシステムは、一時停止交差点へ
の減速停止行動を評価するものである。車載コ
ンピュータには減速停止行動データが蓄積され
ており、センサで計測された運転中のペダル操
作の状態と比較して、通常から逸脱しているか
どうかを検知する。そして、逸脱した場合には
ダッシュボード上のディスプレイに周辺視野で
も認知できるパターンで表示する。

図1　運転行動の計測データ
ここには、地図上のどの道路のどの位
置でどのようにハンドルやアクセル操
作をしたのか、またその時の車速や加
速、さらに前方や後方の風景とドライ
バの顔などが同時に記録されている。
データベースには、これに加え、天候な
どの環境条件と質問紙で調べたドライ
バの特性も記録されている。
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　自動車周辺の危険な状況に関する情報をドラ

イバに提供して安全運転を支援するシステムを

運転支援システムと言う。このようなシステム

はドライバがシステムを受け容れ、利用しては

じめてその効果を発揮する。ドライバがシステ

ムを受け容れることをドライバ受容性という

が、このドライバ受容性を高めるためには、親

切ではあるがお節介にはならないような方法で

情報や警告を提供する必要がある。我々が開発

したドライバに適応した運転支援システムは、

ドライバ受容性を高めることを目的とした運転

支援システムで、そのためにドライバの状態を

モニターしてその状態に適応して情報や警告を

提供する点に特徴がある。

　システムに含まれる機能は、図１に示すよ

うに、ドライバの顔と脈拍をモニターするド

ライバモニタリング、前方路面の湿潤状態検

出、車間距離計測、車車間通信、ドライバ適

応型ディスプレイ、自動車の進行方向を照明

する配光制御ヘッドランプ、緊急状態を後続

車や周辺車に示す機能性リアランプなどであ

る。ドライバモニタリングは、ドライバがカ

メラを意識しないようにルームミラーに内蔵

したCCDカメラで行い、ドライバの居眠りや

脇見を検出する。情報や警告は、音声とナビ

ゲーションシステムを使った画面で提供す

る。ドライバが居眠りや脇見をしており、か

つ前方路面が濡れて車間距離が小さい場合に

は強い警告を早めに出す。しかしドライバが

正常に運転しているときには、たとえ前方に

危険が迫っていても、軽い情報を遅くに出

す。ドライバの状態と車前方の危険の程度を

考慮して注意や警告を出すことによって、親

切ではあるがお節介ではない支援を実現して

いる。先行車が検出した危険情報は車車間通

信で後続車に伝えることもできる。車車間通

信を使って自車位置や速度の情報を交換する

と、交差点での出会い頭事故を防ぐことも可

能となる。

　2004年2月に総合実験と評価を行ったが、図

２は各機能の必要性に関して関係者が行った評

価の結果である。車間距離警報、出会い頭衝突

防止警報、急ブレーキ警報、緊急時リアランプ

などが必要性が高いと評価されている。

つ が わさだゆき

津川定之
tsugawa.s@aist.go.jp
知能システム研究部門

関連情報
● プレス発表, 平成16年2月26日: http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2004/pr20040226/pr20040226.html
● プロジェクト参加機関: アイシン･エィ･ダブリュ（株）, （株）小糸製作所 , 小島プレス工業（株）, （株）東海
　 理化 , （株）トラフィック･シム , 名古屋電機工業（株）, 和光技研工業（株）, 名城大学 , 愛知県産業技術研究所,
　 （独）産業技術総合研究所 .
● 本システムは、2001年度から3年間行われたプロジェクト、地域新生コンソーシアム「ヒューマンセンタードITSビューエイドシ
　 ステム」の成果の一部である。

図1　ヒューマンセンタードITSビューエ
イドシステムに含まれる機能

図2　各機能の必要性に関
する関係者による評価
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　ボトムアップナノテクノロジーの実用化に

関連して、単一分子分析技術が注目されてい

る。固液界面に適用でき、配向性や分子間相

互作用等の情報が得られる振動分光法につい

て、表面プラズモン（SPP）による高感度化と

ともに近接場光学との複合による超解像化を

行ってきた。表面プラズモンを光励起したと

き金属表面に形成される巨大電場及びその表

面選択性を利用して、微量吸着分子の振動ス

ペクトルを得ることが可能である。銀ナノ粒

子の局在表面プラズモン（LSP）は、孤立球状

粒子では波長400nm付近に鋭いextinctionピー

クを与えるが、粒子が凝集したり押しつぶさ

れると赤外領域まで大きくシフトし広がる。

このためラマン分光とともに赤外分光でも

LSP電場を利用できる。これまでに、（1）全反

射赤外分光で、バルク溶液種の妨害なしに、

金薄膜上の自己組織化単分子膜の溶液側官能

基で起きる電位やpH変化に伴う解離、疎水性

界面での水素結合していない水分子の存在な

どが明らかになった。（2）金属ナノ粒子のLSP

を利用した表面増強ラマン分光で、色素分子

のほか可視部に吸収を持たないDNA塩基につ

いても単一分子検出が可能になった。そのと

き観測される信号強度のblinking（時間的揺

動）が、吸着分子の金属ナノ粒子表面での熱拡

散によることが温度依存性の測定などから確

かめられた（図１, ２）。さらに、巨大増強ラマ

ンを与えるとき吸着分子が粒子間接合部に存

在していることが、弾性散乱とラマンスペク

トルの相関から明らかになった。局所電場計

算に基づきLSPを有効に利用できる2次元配列

した金属ナノ構造を形成し、単一分子感度を

実証した。（3）超解像化に関して、全反射配置

でSPPを利用した近接場ラマン･赤外分光法の

開発を進めている。プリズム底面に銀島状膜

を蒸着し、その上に試料を調製することで

LSPによる300倍の増強を得た。これにより約

1秒での近接場ラマンスペクトル及び約50 nm

の空間分解能でのトポ像と超解像ラマンイ

メージの同時測定が可能になった。現在、最

適金属ナノ構造のプローブ先端への形成によ

り、さらなる高感度化と空間分解能の改善を

進めている。将来、空間分解能を分子レベル

まで改善できれば、異なるサイトに吸着した

化学種1個の振動スペクトルをトポ像と同時に

観測することで、ナノ構造体／溶液界面で起

こる反応素過程が詳細に解明され、制御され

るものと期待される。

ふたまたまさゆき

二又政之
m.futamata@aist.go.jp
界面ナノアーキテクトニクス研究センター

関連情報
● 共同研究者: 丸山芳弘（浜松ホトニクス（株）筑波研）, 石川満（単一分子生体ナノ計測ラボ）.
● M. Futamata et al.: J. Phys. Chem. B, Vol. 107, 7607-7617 (2003), ibid. Vol. 108, 673-678 (2004).
● 特願2004-32098（二又政之 , 丸山芳弘 , 石川 満 , 山口佳則）, 特願2004-055008（二又政之 , 丸山芳弘 , 石川満）.
● M. Futamata: Chem. Phys. Lett. Vol. 341, 425-430 (2001).
● FACSS 2003 Innovative Analytical Research Award on “Single Molecule Detection with SERS ”.

図2　数値計算によるAg 球状2 粒子系（半径
40nm）の増強電場（振幅）
（a）接触粒子、及び （b）粒子間距離5nm、（c）孤
立球状粒子（半径40nm）、（d）三角柱のエッジ付近。
最適波長: a、bでは480 nm (接合軸に平行な偏光）、
c（380nm）、d（430nm）。接合部付近を拡大表示。

図1　色素（R6G）/ Ag粒子のラマンイメージの
時間依存性
（a）室温、（b）77K、（c）再加熱後の室温
吸着量=約3.3分子/ Ag粒子、 励起波長 488 nm、
入射光強度0.3 µW/µm2（試料位置）、測定時間30
フレーム/秒の連続測定。スペクトル測定から強度
とともにピーク波数の揺動も同時に観測された。
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　炭化珪素（SiC）はエネルギーバンドギャップ

が広く熱的にも安定であることから、省エネ

ルギーや低環境負荷に資する自動車用などの

高温･高出力半導体素子の材料として有望視さ

れている。しかしその結晶性薄膜を作製する

には高い基板温度（～1500℃）を必要とし、ま

た特定の多形を作り分けることが困難である

などの問題がある。図（上）に示すようにSiCは

珪素（Si）と炭素（C）からなる2重層が積層した

結晶構造を持つ。この2重層の積層の仕方の違

いで100種類以上の多形と呼ばれる結晶構造

が存在するが、素子への応用にはこの多形の

生成を制御することが極めて重要となる。

　代表的な多形には3C-、2H-、4H-SiCがあ

る。2H - S i Cは多形の中でも最大のバンド

ギャップ（3.33 eV）を持つ。他方、3C-SiCはバ

ンドギャップが最も小さく（2.39 eV）、2H-SiC

との差は約1eVある。また4H-SiCは、2H-より

少し小さい値（3.27 eV）を持つが、大きな単結

晶を作製できることから素子化に向けてもっ

とも研究が進んでいる。いずれの多形も同じ

格子定数を持つSi-Cの2重層から構成されてい

るので、それらの間に格子不整合はほとんど

生じない。したがって異なる多形を積層した

素子をつくることができるはずであり、その

ためにはSiCの多形を生成制御することが必

要となる。
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楠森　毅
t.kusumori@aist.go.jp
サステナブルマテリアル研究部門

関連情報
● 共同研究者: 武藤八三（サステナブルマテリアル研究部門）, Manuel E. Brito（電力エネルギー研究部門）.
● T. Kusumori, H. Muto, M. E. Brito： Appl. Phys. Lett., Vol. 84, 1272-1274 (2004).
● EDITORS’ CHOICE, Science, Vol. 303, 1731 (2004).
● 特願2003-44966「SiCエピタキシャル薄膜の多形制御の方法及び同方法で作製したSiCエピタキシャル薄膜」
　（楠森 毅 , 武藤八三）.
● 本研究の一部は新エネルギー・産業技術総合開発機構の産業技術研究助成事業により実施。

　我々はパルスレーザ蒸着法がSiC薄膜の合

成に有効であることを見出し、1100℃の低い

基板温度で結晶性薄膜の多形を作り分けるこ

とに初めて成功した。レーザ蒸着は原料の

SiCを高出力の紫外線パルスレーザ光で蒸発

させて基板上に堆積させる方法である。蒸発

した物質は高い運動エネルギーを持ち、基板

表面に堆積する際その運動エネルギーは熱エ

ネルギーに変換される。そのため、基板全体

の温度を低く保ったまま表面近傍の実効温度

を上げることでSiCの結晶性薄膜を作製する

ことができる。またレーザパルスの周波数を

変えれば表面実効温度を大きく変化させるこ

とが可能になる。作製したSiC薄膜の断面の

高分解能電子顕微鏡写真を図（下）に示す。

1Hz、2Hz、5Hzの各レーザパルス周波数で作

製したときに、膜の多形がそれぞれ、3C-、

2H-、4H-SiCになっていることがわかる。基

板温度を高温に上げるには技術的な限界があ

るが、レーザのパルス周波数は広い範囲に

渡って容易に変化させることができる。

　このようにパルスレーザ蒸着法は多形を制

御して結晶性SiC薄膜を作製することを可能

にする重要な成膜技術である。今後は膜の結

晶性を向上させるために成膜条件を最適化す

るとともに、SiCヘテロ構造を作製するため

の技術開発へと展開を図る予定である。

Si-C 2重層

:Si原子

:C原子

3C-SiC 2H-SiC 4H-SiC

(a)1Hz (b)2Hz (c)5Hz

1 nm 1 nm 1 nm

図　3C-、2H-、4H-SiCの結晶構造（上）と、各レーザパルス周波数でサファイア基板上に
作製した結晶性SiC薄膜の高分解能電子顕微鏡写真（下）
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　現在パワーエレクトロニクスデバイスの半

導体材料にはシリコン（Si）が主に用いられて

いる。これを炭化珪素（4H-SiC）に置き換える

と、理論的には通電時の抵抗損失を1/100以

下にすることができ、大幅な省エネにつなが

る。しかしながら、4H-SiCは合成と加工に高

度な技術を要し、全ての製造工程でSiよりも

高価格である。現状の4H-SiCパワーデバイス

の製造価格は、汎用市場に受け入られるには

まだ100倍程高いと試算されている。この一

因として、エピタキシャル膜（エピ膜）成長工

程の価格が高いことが挙げられている。パ

ワーデバイスでは、厚いエピ膜が必要なのに

エピ膜の成長速度が数µm/hと低く、スルー

プットの悪いことが価格低減の支障となって

いるのである。これを改善するためには、多

数枚を同時に成膜できる装置を開発するか、

成長速度を上げる技術を開発する必要があ

る。

 当研究センターでは、化学気相成長法

（CVD）によるエピ膜の高速成長を目標と

し、成長速度と成膜条件の関係を詳細に調

べ、この度、高速膜成長のための指標を見い

出した。成膜条件としては成膜時の原料ガス

（SiH4とC3H8）の濃度比（C/Si比）が最重要であ

ることがわかった。図１は縦軸にC/Si比、横

軸に成長速度をとり、エピ膜が得られた点は

●、得られなかった点は×でプロットしたも

のである。エピ膜の得られる領域（鏡面域）

は、成膜速度を上げるにしたがって狭くなっ

ている。さらに、エピ膜が得られなかった領

域（荒面域）はその特徴から4種類に分けら

れ、エピ成長を阻害する要因が4種類あるこ

と、及び鏡面域から荒面域への変化は急激で

あり、成膜中に一瞬でも荒面域にC/Si比が触

れるとエピ膜は得られないことがわかった。

装置の機械的特性から、通常、原料ガス導入

時には、所定のC/Si比に落ち着くまでに時間

がかかる。成長速度の速い領域では鏡面域が

狭いので、原料ガス導入時にC/Si比が荒面域

に触れる可能性が高い。そのため、高速成長

を得るためには、成長速度を徐々に上げ鏡面

域からC/Si比が逸れないようにする必要があ

る。以上の指針を基に、従来の成長速度に比

べて100倍も速い速度を達成することができ

た。

　これらの成果を実用装置へと展開すること

によって、スループットの大幅向上、すなわ

ち大幅な価格の低減に貢献できるものと期待

される。

い し だ ゆ う き

石田夕起
y-ishida@aist.go.jp
パワーエレクトロニクス研究センター

関連情報
● Y. Ishida, T. Takahashi, K. Kojima, H. Okumura, K. Arai, S. Yoshida: 10th Int. Conf. Silicon Carbide and Related
　 Materials (Lyon, 2003).
● 石田夕起 , 高橋徹夫 , 児島一聡 , 奥村元 , 荒井和雄 , 吉田貞史: 第 64回応用物理学会学術講演会 (2003).

図　C/Si比と成長速度の関係
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　カーボンナノチューブ（CNT）は次世代のナ

ノエレクトロニクスの素材として有望視され

ているが、半導体的CNTと金属的CNTでは全

く用途が異なる。現状では両者を効率よく分

離･精製する技術はまだ確立していない。ナノ

エレクトロニクス用の電界効果トランジスタ

（FET）に用いることができるのは半導体的

CNTのみであり、金属的CNTが混在するとそ

の特性が著しく劣化する。そのため、IBMの

グループは素子を作った後で、大電流を流し

て金属的CNTだけを焼き切ってしまう方法を

提案しているが、この方法は大変手間がかか

るだけでなく歩留りが悪いので実用的とは言

えない。半導体的なナノチューブだけを用い

て素子をつくるために、半導体的CNTの選択

的な精製法の開発が望まれている。

　我々は市販の単層CNTの不純物を除くため

に、水素プラズマ処理法を採用した。その効

果を走査トンネル顕微鏡（STM）などの分析手

段により詳細に検討した。その結果、この精

製法が単に不純物を除去するだけでなく、金

属的CNTに対してのみ欠陥を生じさせる選択

的なエッチング作用があることを発見した。

　図１は、水素プラズマ処理後の金属的CNT

の典型的な高分解能STM像を示す。表面が

エッチング作用によりぼろぼろになり、大き

な穴が開いていることが観察される。それに

対し、同じ処理を施した半導体的CNTの方は

ほとんど無傷のままであることがわかった（図

２）。この観察結果は、適切な水素プラズマ処

理を施すことにより、半導体的CNTと金属的

CNTの混合物から、金属的CNTのみを選択的

に破壊･除去し、半導体的CNTを残すこと、す

なわち、半導体的CNTを効率良く精製するこ

とが可能であることを示唆している。

　この方法をうまく応用すれば、半導体的

CNTの選択的な合成も可能になると考えられ

る。例えば、最近スタンフォード大学のグ

ループにより半導体を多く含むCNTの合成が

報告されたプラズマを併用したCVD法など

は、本研究によって明らかになった事実と密

接に関連している可能性がある。

　今後は、水素プラズマ処理による選択的

エッチングのメカニズムを解明するととも

に、より定量的に精製効率を評価しながら改

良を続け、最終的には99％以上の高純度を目

標にした半導体的単層CNTの選択的精製･合成

法を確立する方向で研究を進めて行きたい。

はさにえん あぶどらひむ

Hassanien I. Abdelrahim
abdou.hassanien@aist.go.jp
ナノテクノロジー研究部門

図1　水素プラズマ処理後の金属的ＣＮＴ表面の
ＳＴＭ原子像
矢印は選択的エッチングにより生じた欠陥（穴）。

図2　同時に水素プラズマ処理を施した半導体的
ＣＮＴのＳＴＭ原子像とSTS
全く欠陥が生じていない。挿入図は半導体的電流
－電圧特性を示すSTS（走査トンネル分光）。

関連情報
● 共同研究者: 徳本 圓（ナノテクノロジー研究部門）.
● ハサニエン アブド , 徳本 圓: 電総研ニュース , Vol. 609 (2000).
● A. Hassanien, P. Umek, D. Vrbanic, P. Venturini, D. Mihailovic: AIP Conf. Proc. Vol. 633, 271-274 (2002).
● A. Hassanien, M. Tokumoto, P. Umek, D. Vrbanic, M. Mozetic, P. Venturini, D. Mihailovic: Nanotechnology,
　 submitted.
● 本研究は平成13年度NEDO国際共同研究先導調査事業および平成15年度日欧科学協力事業（日本学術振興会）によるスロベニア
　 との共同研究の一環として行われた。
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　石英ガラス材料等の透明材料の精密加工

は、フォトニクス研究発展のキーテクノロ

ジーの一つである。しかし、ガラスは堅くて

割れやすい物質であるので加工部位の周囲に

損傷が生じ易い問題点があった。

　レーザー精密プロセスグループでは、レー

ザー背面照射湿式エッチング法（LIBWE法:

Laser-induced backside wet etching）と名付

けた独自のコンセプトに基づく紫外レーザー

を用いた石英材料の微細表面加工技術の研究

を行っている。これは、ナノ秒パルスのエキ

シマレーザー照射で誘起される溶液のアブ

レーションによって石英基板表面を微細加工

する手法である。

　これまでに、マスク露光縮小光学系の改良

ならびに溶液組成の最適化によって、最高値

として0.75ミクロンのライン＆スペース分解

能の格子状微細加工を1×1 mm2の範囲に一括

加工することに成功している。本法では加工

パターンの設計自由度は大きく、石英ガラス

母材の特性を生かしたまま表面機能を高品位

化することが可能である。したがって、その

光学特性や超微細加工特性を格段に向上させ

ることにより、素材の高性能化や機能付与に

よる高付加価値化技術が提供可能であると考

えた。

　今回、シランカップリング処理により自己

組織化単分子膜（SAM）を作製した石英ガラス

基板にLIBWE加工を行うと、石英表面層の加

工と同時にSAMのパターニングができること

を見い出した。レーザー加工後の基板を色素

溶液等に浸せきすると、色素分子とSAMやガ

ラス表面との相互作用によって色素薄膜の微

細パターニングができた（図１左）。SAM分子

と色素の組み合わせの最適化によって、最高

10ミクロン分解能までの微細パターニングが

可能である。また、タンパク質分子やポリ

マー微小球でも微細パターニングが可能であ

る（図１、２）。さらに、レーザー加工後の石

英基板は熱エンボス法の金型としても利用可

能なので、高分子部材の鋳型表面加工にも使

用することができる（図２右）。

　これらの結果から、本法を光学素子やバイ

オ･化学センサー等へ応用するための知見が得

られた。今後、さらなる産業技術への応用展

開を進めていく予定である。

に い のひろゆき

新納弘之
niino.hiro@aist.go.jp
光技術研究部門

関連情報
● 共著者: 丁 西明 , 川口喜三 , 佐藤正健 , 奈良崎愛子 , 黒崎諒三（光技術研究部門）.
● 丁 西明: AIST Today, Vol. 2, No. 9, 12 (2002).
● X.Ding, Y.Kawaguchi, T.Sato, A.Narazaki, H.Niino: Chem. Commun., Vol. 2003, No. 17, 2168-2169 (2003).

図1　蛍光顕微鏡像（左）ピラニン色素薄膜、（右）蛍光色素標識アルブミン薄膜

図2　ＳＥＭ像（左）ポリスチレン微小球集合体、（右）鋳型微細加工後のポリマー表面
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　赤外線集中加熱式の浮遊帯域法単結晶育成

装置（FZ炉）は、主に無機新材料の開発、特に

高温超伝導体や光学材料の単結晶育成に使用

されてきた。単結晶育成研究の初期段階で

は、単結晶育成装置あるいは一般の加熱炉に

より、多結晶材料の組成を変えた多数の試料

による溶融実験を行い、相図を作成すること

で、単結晶化が可能かを判断する。多数の溶

融実験を行う必要上、短時間で目的とする温

度まで到達可能であることが望まれる。ハロ

ゲンランプを使用した従来のFZ炉の最高到達

温度は2000℃程度であり、最高温度まで速く

ても30分の時間を要した。また、他の一般的

な単結晶育成装置についても、大型（重量数百

kg以上）であり、水素などの危険なガス、大が

かりな冷却装置、大電力の電源などが必要で

あり、1000万円以上の高価な装置であった。

　したがって単結晶育成に限らず、容易に

2000℃以上の温度を得ることができる安価、

小型で安全な装置の開発が望まれていた。

　この要望に応えるため、我々は（株）NECマ

シナリーと共同で、卓上型単結晶育成装置を

開発した（写真１）。設計においては、できる

だけ容易に操作できるよう考慮し、また、小

型（巾65cmx奥行62cmx高さ92cm、総重量

80kg）で、小型冷却水循環装置を別途必要と

せず、一般の家庭用100ボルト（1500ワット以

下）電源で2000℃以上の温度を最速5分で得ら

れることとした。この試作機を用いて融点約

2050℃のルビー（絶縁物）の単結晶育成を試み

た（写真２）。この際に、装置を構成する赤外

線集中加熱式単結晶炉のハロゲンランプの光

を集光する反射鏡の温度が上がりすぎるとい

う問題が発生したが、高温の空気を効率よく

排気することと、反射鏡の冷却効率を上げる

ことによって解決した。この後に、融点約

2100℃のストロンチウム･ルテニウム酸化物

（伝導体）の育成も試み、材料の溶融に成功し

た。このようにして、今回開発した装置で

2000℃以上の融点を持つ絶縁体や伝導体を溶

融して、単結晶育成が可能であることを明ら

かにした。基本的な機能は、これまでの大

型、高価な単結晶育成装置と本質的に同じで

ある。

　今回開発した卓上型単結晶成長装置はNEC

マシナリーより商品名iAceとして販売される

予定である。専門的な研究活動だけでなく、

教育現場における理科実験や個人的な趣味に

も使用可能であり、幅広く利用されることを

期待している。

い け だしんいち

池田伸一
ikeda-shin@aist.go.jp
エレクトロニクス研究部門

写真2 　成長させたルビーの結晶

写真1　卓上型単結晶成長装置（iAce）

関連情報
● 共同研究者: 梅山規男 , 永崎洋 , 吉田良行 , 原 茂生 , 長井一郎 , 白川直樹（エレクトロニクス研究部門）.
● プレス発表, 平成16年2月17日: http://www.aist.go.jp/aist_j/press_release/pr2004/pr20040217/pr20040217.html
● 特願 2004-029424「単結晶育成装置」.
● 本研究は（株）ＮＥＣマシナリーとの共同研究である。

℃
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 みずかどじゅんじ

水門潤治
mizukado-junji@aist.go.jp
環境化学技術研究部門

　フロン類は冷媒、発泡剤、洗浄剤として広く

利用されてきたが、オゾン層破壊や地球温暖化

の原因になることが指摘されており、環境に対

してより影響の小さい新しいフロン代替物の開

発が求められている。そこで我々は、新しい代

替物としてHFE（ハイドロフルオロエーテル）の

開発を行った。HFEは塩素原子を含まないため

オゾン層を破壊せず、さらに本研究を通して

HFEには温暖化影響の小さい化合物が数多く存

在することを見出してきた。ここでは、代替洗

浄剤開発における高効率HFE合成法の開発、代

替洗浄剤候補化合物の選定について述べる。

　HFEの合成法は数多く知られているが、工業

生産適応可能なプロセスとしてアルコールと

フッ化オレフィンの付加反応に着目し反応の効

率化を図った。従来、この付加反応は無溶媒ま

たは有機溶媒中で行われてきたが、副生物の生

成によりHFEの収率が低下することが課題で

あった。そこで、クリーン且つ安価な水を溶媒

として反応を行ったところ、副生物の生成を抑

制し、高い選択率でHFEを合成できることを見

出した。このプロセスにより有機溶媒を使用す

ることなく、目的とするHFEをほぼ定量的に合

成することができ、さらに反応のスケールアッ

プ、反応後の処理も容易に行うことが可能であ

ることから、有用なグリーンプロセスとして期

待される（図）。

　代替洗浄剤開発においては、環境影響が小さ

いだけではなく製品としての実用化を視野に入

れ、40℃以上の沸点を持つHFE88化合物につい

て合成検討、洗浄特性、毒性、燃焼性、安定

性、温暖化影響の評価を行った。比較的合成容

易なHFE12化合物について評価を行った結果を

表に示した。毒性と安定性については、数化合

物に問題があることが明らかになった。温暖化

影響の指標となる大気寿命は評価を行った化合

物すべてが数年程度であり、温暖化影響が小さ

いことが分かった。この結果、環境に優しく実

用性に優れる代替洗浄剤としてHFE6化合物を

選定した。選定したHFEを用いた実機試験評価

では、水切り乾燥、炭化水素系洗浄剤のすすぎ

乾燥といった洗浄プロセスで高い性能を示すこ

とを見出し、洗浄剤としての有用性も明らかに

した。

　本研究で開発したHFEの中の1化合物（HFE-

347pc-f）は既に製品化されているが、安価に製造

することができ、環境への負荷が小さく安全に

使用することができることから、洗浄分野だけ

ではなく、フッ素系ポリマーの溶剤、重合溶媒

等としても応用されることが期待される。

関連情報
● J. Murata (Mizukado), M. Tamura, A. Sekiya: Green Chem., Vol. 4, 60-63 (2002).
● 特願 2000-402345「含フッ素エーテル化合物の製造方法」（村田(水門)潤治、田村正則、関屋章）.

図　水を溶媒とした付加反応プロセス

構造式 / RITE name
沸点
（℃）

洗浄物性 不燃性 安定性 毒性 評価＃
大気寿命
 OHτ（　　）

1　 CF3CF2CH2OCHF2 / HFE-347mcf

2　 CF3CHFCF2OCH3 / HFE-356mec

3　 CHF2CF2OCH2CF3 / HFE-347pc-f

4　 CF3CH2OCF2CH2F / HFE-356mf-c

5　 (CF3)2CHCF2OCH3 / HFE-458mmzc

6　 CF3CF2CH2OCH2CHF2 / HFE-449mcf-c

7　 CF3CHFCF2OCH2CF3 / HFE-449mec-f

8　 CHF2CF2CH2OCHF2 / HFE-356pcf

9　 CF3CHFCF2OCH2CF2CF3 / HFE-54-11mec-f

　   CF3CHFCF2CH2OCHF2 / HFE-458mecf

　   CHF2CF2CH2OCF2CHF2 / HFE-458pcf-c

　   CF3CHFCF2OCH2CF2CHF2 / HFE-55-10mec-fc
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10
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耐圧容器

KOH aq.

HFE

CF2 = CFCF3

反応前 反応中 反応後
（原料アルコール、触媒、水を混合）（CF2 = CFCF3ガスを連続供給） （相分離したHFEを抽出）

CF3CH2OH + CF2 = CFCF3 CF3CH2OCF2CHFCF3
KOH
H2O

CF3CH2OH KOH aq.

excess30g(0.3 mol) 20～30℃, 2h  HFE-449mec-f
72g(y. 96%)

表　代替洗浄剤候補化合物の選定
代替候補の6化合物は水色で示す
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　研究者や技術者が計算機を利用して問題を

解くにあたり、計算処理に専念するためのソ

フトウェア環境を問題解決環境（PSE: Prob-

lem Solving Environment）と呼ぶ。PSEの一

つの形態として、グリッド環境上でアプリ

ケーションを簡便に実行するためのWebポー

タルシステムが注目を集めている。このよう

なグリッドポータルシステムの構成は、通常

Webブラウザから利用するためのWebサーバ

とアプリケーションを実行するバックエンド

の計算サーバがグリッド環境上で連携してい

る（図１）。したがって、アプリケーションを

グリッドポータル化するためには、セキュリ

ティを含めたグリッド技術やWebプログラミ

ング技術など高度なスキルが必要であり、研

究者が問題解決に専念できていないのが現状

である。

　当研究センターでは、WebベースのPSEを

グリッド環境上に構築するソフトウェアツー

ルキット（Grid PSE Builder）の開発を進めて

いる1)。このツールキットでは、ユーザの認

証･認可、アプリケーションの実行、ファイル

の転送などを受け持つ機能をコンポーネント

部品として有し、必要に応じてシステムに組

み込んだ。これによって、グリッドポータル

システムを容易に構築することが可能となっ

た。また、アプリケーションに対する入出力

インターフェースをXML形式で記述するだけ

で、アプリケーションを簡単にPSEに登録す

ることができるコンポーネントXMLと呼ぶ機

能も開発した。一般にグリッド環境では、

ジョブを実行するためにはプロキシ証明書と

呼ばれるユーザの認証情報の発行が必要であ

る。これに対しても、従来のようにユーザが

複雑なコマンドを用いずに、画面上での入力

だけで容易に証明書を発行することができる

サインオンツールを開発するなど、高機能で

実用的なツールキットを実現した。

　これまでにGrid PSE Builderのプロトタイ

プを用いて、気象シミュレーションポータル

や熱流体解析ポータル2)など、いくつかのシス

テムを構築した。活用の成果をGGF、SC2003

など様々な国際会議で発表しつつ、使い勝手

やPSEとしての有効性を検証してきた。この

たびGrid PSE Builderとして基本コンポーネ

ントの開発を完了したので、パッケージ化し

て公開の予定である。今後は、グリッド技術

の実用化に向けて、公開したツールの普及･啓

蒙を進める。その一環として、産総研で構築

したAISTスーパークラスタ3)に各種アプリ

ケーションのポータル環境を構築し、PSEと

して研究者に提供する予定である。

い と う さとし

伊藤　智
s-itoh@ni.aist.go.jp
グリッド研究センター

関連情報
● 1) 平野基孝 , 山本直孝 , 田中良夫 , 伊藤智 , 関口智嗣：情報処理学会HPC研究会No.95, (2003).
● 2) 山本直孝: AIST Today, Vol. 3, No.9 ,16 (2003).
● 3) AIST Today, Vol. 3, No.10 ,42 (2003).

図1　Grid PSE Builder 構成図

図2　Grid PSE Builder を用いた
ポータル構築事例
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かみしまとしひろ

神嶌敏弘
mail@kamishima.net
脳神経情報研究部門

　近年、商品、学術文献、Webページなどが

膨大に集積されるようになった。そのため、

嗜好や要求に合うものを、利用者自身が、膨

大なデータの中から見つけだすのが困難に

なってきている。そこで、利用者の代わり

に、嗜好や要求に即したものを見つける推薦

システムが開発された。

　そのような推薦システムには、検索対象の

特徴を利用する「内容に基づくフィルタリン

グ」と、「口コミ」による推薦を自動化した「協

調フィルタリング」の二つの手法がある。本研

究では、後者の手法を改良した。

　まず、協調フィルタリングの概略を述べ

る。この推薦システムには、いろいろな検索

対象について、その好き嫌いを多くの人に尋

ねた結果を集積したデータベースが事前に用

意されているとする。推薦システムは、図１

のような手順で利用者Aさんが好みそうなも

のを推薦する。①Aさんは幾つかの検索対象

について、その好き嫌いを示すことで、嗜好

を提示する。②システムは、Aさんと似た嗜

好の人をデータベースから探す。③これらの

人が好む検索対象を見つけて、Aさんに推薦

する。口コミ情報と同様に、協調フィルタリ

ングでは、自分と嗜好が似た人の推薦を参考

にする。

　この協調フィルタリングを実現するには「嗜

好の度合いを測る」方法が必要になる。従来

は、SD（Semantic Differential）法（図２(a)）で

嗜好を計測した。これは、個々の対象につい

て、利用者に嗜好を5段階評価などで答えさせ

る方法である。しかし、SD法には、「好きさ

の度合いが利用者間で共有されている」などの

不自然な仮定が必要になるという問題点があ

る。そこで、本研究では順位法（図２(b)）を導

入することで、この問題の改良を行った。こ

の順位法とは、利用者に対象を好きなものか

ら順に並べさせることで嗜好を測る方法であ

る。順位法によって、より直観的に嗜好を提

示できるようになるので、この協調フィルタ

リング手法を「なんとなく協調フィルタリン

グ」と名付けた。

　図３は、寿司についての嗜好を2つの推薦シ

ステムを用いて予測した結果である。横軸は

利用者一人が嗜好を提示した対象の数、すな

わち、何個の対象を評価したり、並べ換えた

りしたかを表す。この個数が5個以上であれ

ば、順位法の導入が予測精度を向上させてい

ることがわかる。

　今後は、さらに推薦の精度を向上させると

共に、大規模なデータベースでも高速に実行

できるような改良を行う予定である。

関連情報
● T. Kamishima, ACM KDD2003, 583-588 (2003).
● http://www.kamishima.net/
● 協調フィルタリングについて: http://www.ai-gakkai.or.jp/jsai/whatsai/AItopics2.html

図1（上）　協調フィルタリングの手順
図2（右上）　SD（Semantic Differential）法
と順位法
図3（右下）　SD法と順位法を用いた協調フィル
タリングの予測精度
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更なる産学官連携の
拠点を目指して

SAN

GAKU

KAN

特集

東北センター

つくばセンター

中部センター

関西センター

北海道センター
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　各産学官連携施設を利用するにあた
り、共通的な利用基準は以下の通りです。
この他、各産学官連携施設の利用基準が
ありますので、申込みに際しては、各研
究拠点担当窓口へお問い合わせ下さい。

●利用資格
①AIST認定ベンチャーとなった企業が
技術開発を行う場合

②企業や大学等が産総研と共同研究を行
う場合

③産総研が、国や企業などからの受託研
究を行う場合

※ p.34を参照

●利用経費
①直接経費
　施設運営費　利用形態により受託研究

等経費算定規則または、資産貸付取扱
基準に基づき算出します。

　光熱水料　産総研の定める額×貸与面
積×人数比×年数

②人頭経費
　25,000円×人数×月数　または、
　2,000円×人数×日数
　AIST認定ベンチャーの場合は、光熱水
料以外の経費について減額措置があり
ます。

　また、特殊設備については、別途、経費
負担があります。

●利用期間
　原則３年以内とします。

●手続き
　各研究拠点担当窓口へ利用申込みを
行い、資格審査を経て利用可能となり
ます。

　産総研にとって、研究開発の成果

を産業界に速やかに普及させ、国民

に還元する働きは、自らの存在意義そ

のものです。産総研は設立以来、成果

普及のための効果的な手法として、民

間企業等との共同研究や各方面から

の研究受託の推進によって、社会ニー

ズに合致した優れた知的財産を多く

生み出すことや、産総研の知的財産を

基にしたハイテクベンチャー創業支

援等に注力してきました。そして、そ

れらの活動を通じ、我が国産業の国際

競争力の向上や、新産業への構造転換

支援に努めてきました。

　しかしながら、最近では、産総研に

おける産学官連携活動の広がりや、独

法化による人材活用の自由度が増し

たことにより、研究員の受け入れ人数

等が大幅に増え、研究スペースの不足

が顕著になったため、企業との共同研

究等の新たな展開に支障が生じるよ

うになってきました。

　新たに建設した北海道センター、東

北センター、つくばセンター、中部セ

ンター、関西センター各研究拠点の産

学官連携施設は、産学官連携活動拡大

の障害となっていた共同研究スペー

ス不足を緩和し、連携活動の更なる活

性化に大きく貢献していきます。

　さらに、北海道センターと関西セン

ターの産学官連携施設に整備した動

物飼育施設と、つくばセンターの産学

官連携施設に整備した情報インフラ

等の最新設備は、入居者が行うバイオ

テクノロジー技術や情報技術の技術

開発の高度化に貢献することが期待

されます。

　今後の施設運営においては、スペー

スの一層の有効利用に努めるととも

に、スペース配分の最適化を迅速に行

うなど、利用効率の向上に努め、産学

官連携の更なる飛躍を目指します。

共通の利用基準

産学官連携施設の重要性と展望
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北海道センター

北海道産学官連携研究棟
（ほっかいどうOSL）

 担当窓口、問い合わせ先

独立行政法人産業技術総合研究所　北海道センター　
北海道産学官連携センター
〒062-8517　札幌市豊平区月寒東2条17丁目2番1号
TEL. 011-857-8405　FAX. 011-857-8901
E-mail  Hokkaido-collab@m.aist.go.jp
URL  http://unit.aist.go.jp/hokkaido/

q洗浄滅菌室
wバイオ系実験室
eラット飼育室
rエアシャワー

　2004年2月に完成した北海道産学

官連携研究棟（ほっかいどうOSL）は、

共同利用施設で、産総研のバイオテク

ノロジーに関わる研究ポテンシャル

と技術シーズを地域の技術やニーズ

に結合させることで、地域産業の活性

化のみならず新規産業の創出を目指

す研究拠点です。

　ほっかいどうOSLは、４階建ての

先端バイオ研究施設で、再生医療技術

の開発に不可欠なクリーンルームや、

ケージ間の感染確率が著しく低いマ

イクロアイソレーション方式のラッ

クを備えたマウス・ラットの飼育施設

を有する、全国でも数少ない最新のシ

ステムを採用しています。また、２階

はバイオ系実験室、低温室、研究室で

構成され、多目的利用に対応した柔軟

な部屋設計となっております。

　産総研内外の研究者・技術者が互い

に共同して、先端バイオ技術の開発

研究および事業活動に利用していた

だくとともに、技術開発型ベンチャー

企業の支援も行うことで、北海道地域

におけるバイオ産業クラスターの着

実な形成を支えます。

　ご利用のご希望がありましたら、お

問い合わせ下さい。
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　当社は、産総研の外部シーズ発ベン
チャー創出制度である「ベンチャー支援
任用制度」を用いて2003年4月に創業
し、AIST認定ベンチャーとしてほっか
いどうOSLにこの度入居しました。当社
は、産総研と北海道大学の共同研究を通
して、癌、アレルギー、自己免疫疾患等
の難治性疾患に対する免疫療法の最先端
治療を確立させ、広く世間に普及させる
ことにより、健康寿命増進の実現に向け

社会貢献することを目指しております。
当社が行う技術開発では、人体から取り
出したリンパ球を検査し、そのリンパ球
を患者さんに戻すための細胞加工および
培養を行うため、清浄度の高いクリーン
ルームが必要です。ほっかいどうOSLに
設置されたGMP対応のクリーンルーム
で製造管理と品質管理を行うことで、安
全で副作用の少ない癌治療の開発や検査
方法の開発を行いたいと考えています。

■施設概要
延べ床面積　3,188㎡

１階　実験動物飼育施設（680㎡）、管理室

２階　バイオ系一般実験室、低温室、研究室

３階　機械室

４階　クリーンルーム（140㎡）、共通機器室、

　　　セミナー室

■利用施設
１階　実験動物飼育施設　マウス用ラック５

　　　台、ラット用ラック８台

２階　バイオ系一般実験室、研究室

　　　（総計573㎡）12室

４階　クリーンルーム（140㎡）

■共用施設
実験動物飼育施設
　SPF（特定病原体フリー）仕様のマウス・

ラット飼育施設であり、マウス飼育室、ラッ

ト飼育室、洗浄滅菌室、処置室、特殊飼育室、

飼料・床敷保管庫、自動給水装置等で構成。

HEPAフィルターを通した清浄な空気を、各

ケージ毎に強制通気させて換気するマイクロ

アイソレーション型ラックを採用。また、指

紋照合による入退室管理など、高度なセキュ

リティーシステムを採用。

クリーンルーム
　細胞や組織の培養・加工などの再生医療分

野における技術開発に不可欠な施設で、バイ

オロジカルクリーンルームとして機能。薬事

法におけるGMP（製造管理及び品質管理規

則）に対応可能な施設として、無菌室、保存

室、品質管理室、データ管理室などで構成。

HEPAフィルターを用いた空調設備により

室圧差を制御することで、クラス10,000～

100,000（1ft3中に含まれる0.5μm以上の

粒子数）の清浄度の維持が可能であり、塵埃

や微生物を持ち込まない、また持ち出さない

ための対策が完備。

■利用施設の設備概要
付帯設備　安全キャビネット、クリーンベン
チ、マイクロアイソレーター、オートクレー

ブ、ドラフトチャンバー、低温室

実験電力　各室100V、200V供給
通信　100Mbps ethernetによるインター
ネット接続

セキュリティー設備　ICカードによる入退室
管理、玄関等の出入り口の監視カメラ設備

利便性　共通廃液処理

■利用基準
　バイオ分野の技術開発を目指している

AIST認定ベンチャーおよび企業等が利用す

ることができます。利用に当たっては、北海

道センター内で行う審査・承認を得る必要が

あります。

株式会社 バイオイミュランス（本社：札幌市）

入 居 企 業 か ら の コ メ ン ト

　当社は、2004年4月にAIST認定ベン
チャーとして、ほっかいどうOSLへ入居
することになりました。当社は、人間が
かかる糖尿病や高脂血症などの病気を、
遺伝子を操作して発症させた遺伝子改変
疾患モデルラットをつくり、製薬会社の
臨床試験向けなどに販売することを事業
計画としております。
　技術開発には、共同研究による産総研
の技術支援により、多数の遺伝子改変位
置を安価かつ速やかに決定可能なアッセ

イ方法を遺伝子破壊ラットに応用し、疾
患モデルラットの効率的な作成を目指し
ます。
　また、飼育しているモデルラットが
別の病気に感染したりしては困ります。
ほっかいどうOSLでは、特定病原体フ
リー (SPF)の高度な動物飼育管理が行わ
れ、当社のモデルラットの開発のために
は、是非とも必要な施設です。今後、これ
らの連携により、事業化の促進を目指し
ます。

株式会社 トランスアニメックス（本社：札幌市）

■フロア図
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 担当窓口・問い合わせ先

独立行政法人産業技術総合研究所　東北センター　
OSL運営室
〒983-8551　仙台市宮城野区苦竹四丁目2-1
TEL. 022-237-4003　FAX. 022-284-4531
E-mail  tohoku-collab@m.aist.go.jp
URL  http://unit.aist.go.jp/tohoku/

qエントランス
w交流室
e実験室
r高温高圧実験室

　2004年2月、東北センターに東北

産学官連携研究棟（とくほくOSL）

が完成しました。とうほくOSLは、

東北センターの環境負荷低減と地域

活性化につながる新技術や新素材の

技術ポテンシャルを活用して、ベン

チャー企業や新産業の創出を目指す

方々を支援するための施設です。

　また、経済産業省東北経済産業局

が進める「東北地域産業クラスター

計画」と連動して、環境プロジェク

トの中心的な研究拠点となります。

　これらの目的を持った方々の技術

開発を支援するため、とうほくOSL

には、申請者が占有して利用できる

通常の実験室・研究室と、複数の申

請者が共同で利用するための準占有

室と呼んでいる特殊実験室 （高温高

圧実験室など）があります。

　入居者については、現在募集中で

す。ご利用のご希望がありましたら、

お問い合わせ下さい。

東北センター

東北産学官連携研究棟
（とうほくOSL）
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■施設概要
延べ床面積　4,659.69㎡

１階　特殊実験室、事務室ゾーン

２階　共用室、情報交流ゾーン

３階　物理系実験室ゾーン

４階　化学系実験室ゾーン

■利用施設
１階　特殊実験室（準占有室）
高温高圧実験室　100.44㎡ 1室 (ボイラー：

　蒸発量750kg/h、180℃、10気圧) 

防塵室   65.25㎡　1室 (クラス10,000)

除震室A 11.802㎡　1室 (除震床1.2m×1m) 

除震室B   16.40㎡　1室 

除震室Ｃ   11.61㎡　1室 (除震床1.2m×1m)

除震室Ｄ   12.04㎡　1室 (除震床1.2m×1m)

除震室Ｅ   25.01㎡　1室 (除震床 2m×1m)

３階　物理系実験室ゾーン（占有室）
実験室A   61.44㎡　6室

実験室B   49.92㎡　3室

研究室   49.92㎡　3室

４階　化学系実験室ゾーン（占有室）
実験室A   61.44㎡　6室

実験室B   49.92㎡　3室

研究室   49.92㎡　3室

■共用施設
２階 セミナー室 61.44㎡　3室

 　（面積61.44㎡×3の

 　一室として利用可能）

 TV会議室 49.92㎡　1室

 交流室 96.41㎡　1室

３階 会議室 52.51㎡　1室

４階 会議室 52.51㎡　1室

■利用施設の設備概要
付帯設備　ドラフト・実験台（化学系実験室
の一部に設置）、ラインガス（アルゴン、ヘリ

ウム、窒素、圧縮空気）、給水設備、個別空調機

実験電力　電源（単相200/100V、３相200V）
通信　LAN、電話設備（利用者が電話会社と
契約の上、利用可能）

セキュリティー設備　ICカード式電気錠、監
視カメラ設置

利便性　より広い実験スペースが必要な場合
は、隣り合う実験室Aの仕切壁を取り外して

利用することが可能です。

■利用基準
　環境負荷低減と地域活性化につながる新技

術や新素材の創出を目指している方が利用す

ることができます。利用に当たっては、東北

センター内で行う審査・承認を得る必要があ

ります。

　当社は、経済産業省地域新生コンソー
シアム研究開発事業「環境汚染物質測定
用オプティカルイオンセンサーの創製」
に係る共同研究者として2004年3月か
ら、とうほくOSLに入居致しております。
とうほくOSLでの研究内容は、産総研東
北センターメンブレン化学研究ラボが開
発したフッ化物イオン迅速測定法をさら
に発展させ、in situ測定に最適な測定シ
ステムを構築し、商品化を目指すための
実用化研究です。
　本施設への入居により、シーズの提供

者並びに産総研内の専門分野の研究者と
随時ディスカッションしながら常に専門
的なアドバイスを受けることが可能と
なることから、当社に不足している技術
力を補うには誠に好都合な環境が整い
ました。
　一方、当社のような中小零細企業では
装備が不可能な最新の測定機器を身近に
利用でき、それらの測定データから研究
開発に有効で的確な情報が得られ、効率
の良い研究開発が推進できると期待して
います。

有限会社 イハラ理研（本社：仙台市）

入 居 企 業 か ら の コ メ ン ト

　当社は、2002年6月より研究者を派
遣して、産総研東北センターメンブレン
化学研究ラボとの共同研究を行っていま
す。当社は厨房機器製造を主にし、業務
用製氷機や冷蔵庫の他、近年は衛生管理
機器（電解水製造装置）も取り扱ってい
ます。これらの業務用機器には、家庭用
とは異なる使用環境条件から、過酷な耐
久性が要求されます。産総研との共同研
究の目的は、当社の製品部品における評
価基準設定と改良に関して、産総研が持

つポテンシャルによる製品開発の改善
です。
　2004年4月より入居したとうほく
OSLにおいて、研究業務を行う期待は、
最新の設備機器の利用による効果に留ま
りません。当社としても、産学官交流を
促進するとうほくOSLの利用は、これか
らの低環境負荷型産業社会の対応と、そ
れに応える製品需要分野の産業育成を行
う上で、将来を見越した大きな意義があ
ると期待しています。

ホシザキ電機 株式会社（本社：愛知県豊明市）

■フロア図
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つくばセンター

本部・情報技術共同研究棟
（つくば産学官OSL）

 担当窓口・問い合わせ先

独立行政法人産業技術総合研究所　つくばセンター
産学官連携部門連携業務第二室
〒305-8568　茨城県つくば市梅園1-1-1 
TEL. 029-862-6150　FAX. 029-862-6151
E-mail  sgk.renkei2 @m.aist.go.jp

qエントランスロビー
w研究・実験室
e交流会議室
rネットワーク会議室
tAISTスーパークラスタ

　2004年5月、つくばセンターに本

部・情報技術共同研究棟（つくば産学

官OSL）が完成しました。つくば産

学官OSLは、情報技術系のベンチャー

企業の創出や、企業、大学などと産総

研が共同研究を行うための施設です。

　つくば産学官OSLは、地上９階建

ての本部・情報技術研究棟の中の、３

階～６階までの4フロアに位置して

おり、本棟には他に次世代超高速情報

処理技術、高度並列ソフトウェア開発

等の分野における横断的かつ国際的

なネットワーク情報処理技術推進の

拠点や、つくばセンターにおける最先

端のネットワーク情報処理施設が整

備され、これらの施設を活用しつつ新

産業創出を目指す研究活動を支援し

ます。

　入居者については、現在募集中で

す。利用の希望がありましたら、お問

い合わせ下さい。
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■フロア図■施設概要
延べ床面積　32,293.44㎡

１階　ネットワーク会議室、交流会議室、

　　　エントランスロビー

２階　コンピュータ室、ネットワーク室

３階　研究室、実験室、大空間実験室、

　　　会議室

４階　研究室、実験室、会議室

５階　研究室、実験室、会議室

６階　研究室、実験室、会議室

７階～９階　事務室

■利用施設
３階～６階　研究・実験室

　　　南側   77.4㎡　28室

　　　中央・北側   76.8㎡　47室

３階　大空間実験室 433.0㎡　  1室

■共用施設
ネットワーク会議室
　200人規模のテレビ会議に対応出来るリア

投影式映像装置や可動のロールバックチェア

（ノートパソコン用デスク付き）を備えたネッ

トワーク会議室があります。

交流会議室
　可動式間仕切（最小４分割）で分割して利

用できる交流会議室があります。

■利用施設の設備概要
実験電力
AC　1φ3W200／ 100V　150VA/㎡

実験用　3φ3W200V　60kVA ／フロア（分

岐盤止め）

通信　情報　UTP12ポート／室
電話　アウトレットのみ1個／室　構内PHS

用アンテナあり

空調機　床置コンパクト形空調機（4スパン
に1台）

セキュリティー設備　各階、各室の段階的な
非接触型カードキー、建物出入口に監視カメ

ラを設置し、防災センターのモニターで監視

利便性
¡研究・実験室の1単位を8m×9.6mとし、

隣り合う実験室の間仕切壁を取り外すこと

ができ、北側には最大8単位の大きさの無

柱空間を作ることができます。

¡南側の研究・実験室は1単位をスチール

パーティションで4分割して小部屋で利用

することが可能です。

■利用基準
　研究・実験室は情報系の仕様となっていま

すので、情報系の技術開発を目指している企

業・大学等と産総研が共同研究を行う場合が

中心になりますが、仕様が合致すれば研究分

野を問わず利用することができます。利用に

当たっては、つくばセンター内で行う審査・
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中部センター

中部産学官連携研究棟
（中部産学官OSL）

 担当窓口・問い合わせ先

独立行政法人産業技術総合研究所　中部センター　
中部産学官連携センター　
中部産学官連携研究棟　産学官連携室
〒463-8561　名古屋市守山区大字下志段味字穴ケ洞2266-99
TEL. 052-736-7651/7652　FAX. 052-736-7655
Ｅ-mail  chubu-osl@m.aist.go.jp
URL  http://unit.aist.go.jp/chubu/renkei/osl/osl.htm

■施設概要
延べ床面積　4,817.92㎡

１階　研究室、実験室、大空間実験室、

　　　特殊実験室、会議室、休憩室、

　　　事務室、交流ロビー、エントランスホール

２階　研究室、実験室、会議室、交流ロビー、

　　　事務室、休憩室

３階　研究室、実験室、連携会議場、

　　　交流ロビー

■利用施設
１階～３階 研究・実験室Ａ   65.1㎡ 15室

 研究・実験室Ｂ 46.22㎡ 11室

２階～３階 リーダー室 46.22㎡   4室

１階　大空間実験室 約90㎡ 5スパン

１階　特殊実験室 43.4㎡ 4スパン

　2003年10月、中部センターの敷地

内に中部産学官連携研究棟（通称：中

部産学官OSL）が完成しました。

　この施設は、産総研の研究資源を活

用し、大学・研究機関の人材や産業界

の技術シーズを組み合わせ、実証的な

技術開発を実施する場を提供し、産学

官が連携して、新産業やベンチャー企

業の創出を支援するためのものです。

　特に、革新的な材料・プロセス技術、

加工技術等のものづくりに関する技

術が集積した中部地域において、地域

産業クラスター計画におけるものづ

くり創生プロジェクトの研究開発拠

点として、材料・製造技術系の共同研

究を行うための中心的な研究拠点と

なります。

　利用者については、現在募集中で

す。ご利用の希望がありましたら、お

問い合わせ下さい。

q大空間実験室
w研究・実験室Ａ
e研究・実験室Ｂ
r交流コーナー
t会議室
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　当社は、2003年9月にAIST認定ベン
チャーとなり、産総研と連携した研究開
発を強化するため、中部産学官OSLへ入
居しました。
　当社は、光触媒応用技術の研究開発の
ため、産総研の研究現場により近くに居
ることで、より緊密なコラボレーション
が望めることを最大の期待としており
ます。　
　また、当社にとって、中部センターの

みならず、他の産総研の研究拠点と、こ
れまで以上によりシームレスな連携が望
めることを期待しています。
　こうした環境を創りだすことで、光触
媒環境事業の中では最も行き脚の遅い、
水浄化について産総研の研究成果、当社
独自の研究成果をブリッヂとして、世界
に類を見ない、地球規模での利用を可能
とする光触媒環境浄化の夢を実現できる
と考えています。

株式会社 光触媒研究所（本社：小牧市）

入 居 企 業 か ら の コ メ ン ト

　当社は独自のセラミック技術をコアに
した事業活動を通じて、地球環境の保全
に貢献していくという経営方針を掲げ、
環境負荷の低い製造プロセスの開発を鋭
意進めています。今回の共同研究はその
一環として、従来の常識を覆す革新的な
環境負荷低減技術の研究開発に取り組ん
でいます。
　わが国最大規模の公的研究機関である
産総研において、セラミックスに関する

基礎から応用にわたる技術シーズの研
究開発力を持つ先進製造プロセス研究
部門とセラミックスのトップメーカーと
して市場ニーズに対応した基盤技術の研
究開発力を持つ当社とのシナジー効果に
より、環境保全技術の進歩に資する成果
を産業界にもたらすことを目指していま
す。新たな産官連携のモデルケースとし
て、更に他の分野へ発展する効果も期待
しています。

日本ガイシ 株式会社（本社：名古屋市）

■共用施設
連携会議場
¡間口13ｍ奥行き16.85ｍの大会議室。稼

動間仕切りにより交流ロビーと連続した空

間としたり、2室に仕切った使い方が可能

です。

¡ビデオプロジェクターとスクリーンを設置

し、講演会や研究発表会等に対応出来ます。

交流ロビー
¡研究者の交流を促進するスペース。廊下部

分と一体化し、立ち寄りやすい空間作りと

しています。

休憩室等
¡1階に男子更衣室、休憩室、2階に女子更衣

室、休憩室を設置。

¡休憩室は6帖の和室です。

■利用施設の設備概要
付帯設備　特殊ガス設備　集中配管N2、デジ
タル式計装器実装圧縮空気（大空間実験室に

設置）、都市ガス（必要に応じて使用可能）、

給排水設備、実験用冷却水（循環式）、実験流

し台（一部に設置）、空調設備、換気設備

実験電力　電源（単相200/100V、3相200V）、
自家発電非常電源：実験用非常電源あり

通信　LAN、電話（利用者が電話会社と契約
の上、利用可能）

セキュリティー設備　ICカード式電気錠、
監視カメラ設置

利便性　管理・交流ゾーン、研究・実験ゾーン、
大型・特殊実験ゾーンの３つのゾーンに分か

れており、研究開発の目的に応じた柔軟な対

応が可能です。

　大型実験機器のための大空間実験室は、高

い床荷重（2,000kg ／㎡）と大面積（511.5

㎡）の実験空間で、クレーン下の有効高さが

7ｍの吊り下げ荷重2tのXY軸走行クレーン

を有し、また、大型実験機器から生じる振動、

騒音を考慮し、管理・交流ゾーンおよび研究・

実験ゾーンから独立して配置されています。

特殊実験室は大型ながら独自の実験環境を必

要とする機器のために、実験室の専属性を考

慮しています。

　１階および２階には半透明で仕切られた会

議室、すべての階には廊下部分と一体化した

開放的な交流ロビーにより日常的な交流活動

を促進しています。

■利用基準
　材料・製造技術系の開発を目指している企

業・大学等の方が、産総研と共同研究等を行

う場合に利用することができます。利用に当

たっては、中部センター内で行う審査・承認

を得る必要があります。

■フロア図
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関西センター

関西産学官連携研究棟

 担当窓口・問い合わせ先

独立行政法人産業技術総合研究所　関西センター
関西産学官連携センター（連携業務担当）
〒563-8577　大阪府池田市緑丘1-8-31
TEL. 072-751-9681　FAX. 072-751-9621
E-mail  kansai-collab@m.aist.go.jp
URL  http://unit.aist.go.jp/kansai/

　2004年2月、関西センターに完

成した関西産学官連携研究棟は、関

西センターの有する研究開発ポテン

シャルや技術シーズを活用して、ベン

チャー企業や新産業の創出を目指す

方々に対して、研究開発のために占有

して使用できる実験室・研究室を提供

します。関西産学官連携研究棟を利用

することによって、産総研との共同研

究を効率的に行うことができます。

qエントランス
wレンタルルーム
e機器分析室
r交流室
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■施設概要
建築面積　　2,570㎡

延べ床面積　5,750㎡

１階　共通実験室、特殊実験室、機器分析室他

２階　研究室　４区画：170㎡（2スパン）

　　　×２室、255㎡（3スパン）×２室

３階　研究室　４区画：170㎡（2スパン）

　　　×２室、255㎡（3スパン）×２室

その他　ボンベ庫、危険物保管庫、

　　　廃液処理施設、駐車場（33台）

■利用施設
２階～３階　研究室　170㎡　４室

　　　　　　　　　　255㎡　４室

■共用施設
会議室等

■利用施設の設備概要
付帯設備　純水供給設備（純水、超純水）（一
部に設置）、ドラフトチャンバー（一部に設置）

ガス供給（窒素、酸素、二酸化炭素、都市ガス）

冷温水供給、実験・バイオ排水

実験電力　電灯容量　12.5kVA(想定)　 
30.0kW(最大)、動力容量　16.0kVA(想定)

20.0 kW(最大)

※（想定）は実験盤内に予め用意した分岐回

路による容量。（最大）は実験盤主幹遮断機

容量によるもので、分岐回路を増設して最大

使用可能な電源容量

通信　LAN設備　各室に情報コンセント（10
/100Ethernet）を用意、電話設備　個別に電

話会社と工事を含めて契約

空調機　個別空調（外気処理空調機＋ファン
コイルユニット方式）

セキュリティー設備　カードリーダー、入退
室管理用として、玄関及び各実験室、研究室

入口にカードリーダー電気錠を設置し、非接

触型ICカードによる施解錠の管理、監視カメ

ラ設備、１階実験室ゾーンの主要な出入口を

監視

利便性　1区画170㎡室及び255㎡室の研究
室には間仕切りがなく、自由に研究室を区切

ることができます。

■利用基準
　バイオ・材料系の技術開発を目指している

企業・大学等の方が利用することができます。

利用に当たっては、関西センター内で行う審

査・承認を得る必要があります。

■フロア図
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産学官連携制度と問い合わせ先

制度の概要
　産総研の研究成果を実施に結びつけるため、

下記に該当するベンチャー企業に対して、審査

の上、AIST認定ベンチャーとし、研究所が行

う支援措置を受けることができます。 

（1）ベンチャー企業が研究所の職員の兼業に

より、研究所の研究成果の実施を目指すと

き。 

（2）ベンチャー企業が実施契約により研究所

の研究成果の実施を目指すとき。

（3）ベンチャー企業が研究所との共同研究契

約により、ベンチャー企業の研究成果の実

施を目指すとき。ただし、ノウハウを除く。

AIST認定
ベンチャー

　AIST認定ベンチャーの手続きは、ベンチャー

開発戦略研究センターへ、ご連絡下さい。

ベンチャー開発戦略研究センター

ベンチャー支援室

〒100-0005　東京都千代田区丸の内2-2-2　

　　　　　　　丸の内三井ビル2F

TEL. 03-5288-6870　FAX. 03-5288-6869

URL  http://unit.aist.go.jp/vrc/

制度の概要
　企業、大学、公設研究所などと産総研が、共

通のテーマについて協力し合いながら研究を

行う制度です。 

　産総研では、共同研究者から研究資金の提

供を受けることができます。研究資金の提供

を受ける場合、以下の交付要件に該当すれば共

同研究を行う産総研の研究ユニットへマッチ

ングファンドとして、提供を受ける研究資金の

100%の研究開発費を交付しますので、共同研

究の加速が期待できます。

●マッチングファンドの主な交付要件

　（16年度適用） 

（1）国からの委託費、補助金、出資金等を原資

とする共同研究以外で、純粋民間資金であ

ること。

（2）契約金額が600万円以上であること。

●担当窓口

各地域の産学官連携センター（表１）

産学官連携部門（つくば） （表２）

共同研究

制度の概要
　国、企業、法人などが産総研に研究を委託す

る制度です。 

　企業が持ち合わせていない技術分野へ研究

を進めることができ、時間・費用の節約になり

ます。また新たな共同研究に発展する可能性も

あります。 

　以下の交付要件に該当すれば、受託研究を

行う産総研の研究ユニットへ受託契約額の

105%をインセンティブとして交付します。

受託研究

●インセンティブの主な交付要件 

　（16年度適用）

（1）国からの委託費、補助金、出資金等を原資

とする再委託以外であること。

（2）発生する知的財産権が100％産総研に帰

属すること。

（3）契約金額が500万円以上であること。 

●担当窓口

各地域の産学官連携センター（表１）

産学官連携部門（つくば） （表２）
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表１  地域の産学官連携センター

表２  産学官連携部門（つくば）  URL  http://unit.aist.go.jp/collab/collab-hp/wholesgk/index.htm

 担当窓口 住所 E-maii TEL FAX

  
北海道産学官連携センター

  〒062-8517 
hokkaido-collab@m.aist.go.jp 011-857-8405 011-857-8901

 札幌市豊平区月寒東2条17丁目2-1  

  
札幌大通りサイト

   
hokkaido-collab@m.aist.go.jp 011-219-3359 011-219-3351

  

  
東北産学官連携センター

 〒983-8551 
tohoku-collab@m.aist.go.jp 022-237-0936 022-231-1263

 仙台市宮城野区苦竹4-2-1  

  
中部産学官連携センター

 〒463-8560 
chubu-collab@m.aist.go.jp  052-736-7370 052-736-7403

 名古屋市守山区下志段味穴ヶ洞2266  

  
関西産学官連携センター

 〒563-8577 
kansai-collab@m.aist.go.jp 072-751-9688 072-751-9621

 大阪府池田市緑丘1-8-31  

  
中国産学官連携センター

  〒737-0197 
chugoku-collab@m.aist.go.jp  0823-72-1911 0823-70-0023

 広島県呉市広末広2-2-2  

  
四国産学官連携センター

  〒761-0395 
shikoku-collab@m.aist.go.jp  087-869-3530 087-869-3554

 香川県高松市林町2217-14   

  
九州産学官連携センター

 〒841-0052 
kyushu-collab@m.aist.go.jp 0942-81-3593 0942-81-3689

 佐賀県鳥栖市宿町807-1  

  九州産学官連携センター 〒810-0022 
kyushu-collab@m.aist.go.jp 092-524-9047 092-524-9010

  福岡サイト 福岡市中央区薬院4-4-20    

 担当窓口 住所 E-maii TEL FAX

  企業・大学連携室 〒305-8568　つくば市梅園1-1-1  
029-862-6147 029-862-6148

  （事前調整） 産学官連携部門企業・大学連携室  

  連携業務第一室 〒305-8568　つくば市梅園1-1-1 
collab1@m.aist.go.jp 029-862-6149 029-862-6151

  （契約） 産学官連携部門連携業務第一室  

〒060-0042
札幌市中央区大通西5丁目8番地
昭和ビル１階
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1.目的と効果

　X線をプローブとした分析手法は、電子やイオンを用いた方法に比べ、試料に与え

る損傷を著しく低減できるため、バイオ関連分析、環境分析といった分野で、その重

要性を増しています。さらにＸ線を極微細に絞り込むことができれば、サブミクロン

スケールのイメージングで多くの応用分野を開拓することができます。これまで分光

結晶で分光し、集光にはゾーンプレートと呼ばれる透過型の素子を用いるという方法

が取られてきましたが、一つの素子で効率よくエネルギーを変化させることはできず、

光軸合わせが困難などの欠点がありました。これらの問題を解決してX線の分光と集

光を同時に行えることを目的とした素子です。

［適用分野］

　●蛍光X線分析装置 　●X線回折装置

　●X線分光器　　　

2.技術の概要、特徴

　集光のためのフレネル干渉板を新たな手法により作製し、分光結晶上に固定し、一

度に分光と一次元の集光を行う素子です。図１に示しますように、2種類の物質を交互

に積層し、垂直にスライスして分光結晶の上に固定して作製します。図２に示します

ように、入射角度を変えることによって、X線の広いエネルギー範囲で常に最適な効

率で分光できるという利点があります。X線のエネルギーが高くなると結晶の表面に

斜めに入射させる必要がありますが、X線が結晶表面のフレネル干渉板を通過する距

離がエネルギーに応じて理想的に長くなるためです。図中の写真はチタンとアルミニ

ウムを材料に用いた分光集光素子の外観です。

3.発明者からのメッセージ

　X線を用いた新たな分析装置の開発を目指した共同研究先･技術移転先を求めてい

ます。

特許

－ 光技術研究部門、計測標準研究部門 －

●関連特許（登録済み：国外2件、出願中：国内2件）

X線分光集光素子
特許第2690036号（出願1995.3）

●産総研が所有する特許の
   データベース（IDEA）
　http://www.aist.go.jp/
　aist-idea/

図2（左）　チタンとアルミニウムを用いた
分光集光素子の外観とその動作原理

図1（上）　分光集光素子の作製方法

基板 2種類の物質を交互に
積層しスライス 分光結晶の上に固定

分光･集光X線

入射X線

角度を変えてエネルギー
を選択
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●連絡先
産総研イノベーションズ
（経済産業省認定TLO）　
紹介案件担当者　山上
〒305-8568　
つくば市梅園1-1-1　
産業技術総合研究所
つくば中央第2
TEL 029-861-5210
FAX 029-861-5087
E-mail:
aist-innovations@m.aist.go.jp

特許
特許第3448635号（出願1998.9）

窒素－硫黄結合を有する新規化合物と安全･簡便な合成法
スルフェンアミドと1,2-ベンゾイソチアゾリン-3-オン

－ 環境化学技術研究部門 －

1.目的と効果

　窒素－硫黄結合を有する化合物としてスルファミドに代表されるスルフォンアミド

化合物には、各種の生理活性を有する物質があり、医薬品･農薬の部分構造として重要

な化合物です。それと同様に窒素－硫黄（二価）結合を有するスルフェンアミド化合

物にも、種々の生理活性作用が報告されています。特に、環状のスルフェンアミドと

みなすことができる1,2-ベンゾイソチアゾリン-3-オン誘導体には、抗菌･抗バクテリア

作用をはじめとする様々な機能があります。今回は、種々のスルフェンアミド化合物や

1,2-ベンゾイソチアゾリン-3-オン化合物の新しい合成方法を提供いたします（図１）。

［適用分野］

　●医薬品･農薬、およびそれらの合成中間物質

2.技術の概要、特徴

　分子内に窒素－硫黄結合を有する化合物であるスルフェンアミド化合物あるいは1,2-

ベンゾイソチアゾリン-3-オン化合物は、通常ジスルフィド化合物を出発原料として塩

化スルフェニル化合物を中間物質として合成されていました。しかし、この方法は有

毒で腐食性のある塩素ガスを必要としますので、この取り扱いの困難な試薬を使うこ

とが、特に実験室レベルの製造においての問題とされています。そこで、本研究におい

ては、塩素ガスを使わない安全かつ簡便なこれらの化合物の合成法を提供いたします。

　また、中間物質として、塩化スルフェニルに代わる安定なスルフェニル化剤を開発

いたしましたので、各種求核試剤との反応を行い、スルフェニル化反応が効率よく進

行することを確認いたしました。

3.発明者からのメッセージ

　本技術を用いることで、安全かつ簡便な方法で窒素－硫黄結合を有する化合物を合

成することができます（図２）。また、活性試験用のサンプルを産総研MTA（Material

Transfer Agreement）契約により提供することができます。

●関連特許（登録済み：国内3件、出願中：国内20件）

図1　ベンゾイソチアゾリノンの
新規な合成反応

図2　新規なスルフェニル化剤
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高周波雑音標準 ― 雑音温度の精密計測技術
計測標準研究部門　島田 洋蔵

高周波雑音標準とは

　雑音は、電子デバイスや通信シス

テムの性能を評価し、高性能なシス

テムを設計する上で極めて重要な検

討事項である。通信機器や電子機器

の技術開発が盛んに進められる現

在、システムの高度化のために雑音

の精密計測に関する需要が高まって

いる。一般に雑音測定では発生雑音

電力が既知である標準雑音源を用い

る。この標準雑音源の基準となる雑

音電力が高周波雑音標準である。本

稿では、産総研において開発･整備

を進めてきた高周波雑音標準の概要

を紹介する。

高周波雑音の測定原理

　測定の対象となる雑音電力は一般

に非常に微弱であり（10-23 W/Hz程

度）、その大きさの絶対値を直接、正

確に求めることは現在の測定技術で

は困難である。そこで、大きさの分

かっている雑音電力と直接比較測定

することにより被測定雑音源

（DUT）の雑音電力を求める。雑音の

発生源として、現在、最も正確にそ

の電力の大きさを定めることができ

るのは熱雑音源である。熱雑音源の

場合、その雑音電力の大きさは、抵

抗体の温度と周波数からプランクの

放射則を用いて理論的に正確に求め

ることができる。高周波雑音の測定

で対象とする周波数帯では、熱雑音

電力は抵抗体の物理温度にほぼ比例

する。そのため、測定される任意の

雑音は、これと等価な電力を発生す

る熱雑音源の物理温度として表すこ

とができる。そこで、一般に雑音電

力の表し方として等価雑音温度が用

いられる。以下では雑音電力のこと

を雑音温度と呼ぶことにする。

　雑音温度の比較測定には、既知の

雑音温度を有する二つの標準雑音源

と高感度な高周波受信機であるラジ

オメータを用いる。ラジオメータを

用いた比較測定の原理を図１に示

す。まず、二つの標準雑音源T1、T2

をラジオメータの入力ポートに接続

して、それぞれの雑音温度に比例し

た測定量N1、N1を求める。次に、被

測定雑音源Tx を接続しその時の測

定量Nx を求める。ここで、ラジオ

メータの測定量が入力雑音温度と比

図1　ラジオメータを用いた直接比較法による雑音温度の測定原理

例することを利用すると、結局、被

測定雑音源の雑音温度Txは図1の挿

入式のように求めることができる。

開発した高周波雑音測定システム

　図２に産総研において開発した高

周波雑音測定システムの概観および

ブロック図を示す。比較測定用のラ

ジオメータとしては、ゼロバランス

方式によるトータルパワー型ラジオ

メータを開発した。本ラジオメータ

は、高周波雑音を入力し中間周波数

に変換するためのRF部、中間周波数

信号を増幅･検波するIF部、測定周

波数設定のための局部発振器（SG）、

および精密可変減衰器（IF ATT）等

から構成される。ゼロバランス方式

では、入力雑音温度に応じて、検波

信号がリファレンス電圧と等しくな

るように精密可変減衰器の減衰量を

調整する。これにより、入力雑音温

度は減衰量比として求めることがで

きる。またゼロバランス方式を用い

ることにより、検波信号は常に一定

レベルとなり、広いダイナミックレ

ンジに亘る直線性が実現される。標

準雑音源としては、雑音温度の異な

る二つの標準雑音源のうち、一つは

室温において温度管理した室温雑音

源を用い、もう一方は室温より低い

低温標準雑音源あるいは室温より高

い高温標準雑音源を用いる。

　今回我々は、高周波雑音標準の標

準供給を目指し、ラジオメータと標

準雑音源の開発･整備を行なった。

開発した高周波雑音測定システムで

は、周波数範囲 2 ～ 18 GHzにおい

て、等価雑音温度150 ～12000 Kの

被測定雑音源を、相対不確かさ 1.5

～ 4 ％（k = 2）で校正することが

できる。

図2　高周波雑音測定システムの概観およびブロック図
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テクノ・インフラ

海底音波探査断面データベースの公開
活断層研究センター　岡村 行信

　海底の音波探査断面を閲覧･ダウ

ンロードできるデータベースを

2004年2月から産総研ホームページ

の RIO -DB（研究情報公開データ

ベース）で公開を始めたので（http:/

/www.aist.go.jp/RIODB/db085/

RIO-DB-SEISMIC/index.html）、音

波探査断面の持つ重要性とデータ

ベースの中身ついて紹介する。

地質学を発展させた音波探査断面

　音波探査は、海面付近で強力な音

波パルスを発し、海底及び海底下か

らの反射音を受信することによっ

て、海底下の地質断面を簡単にイ

メージ化（音波探査断面；図１）でき

る調査手法であり、海底下深部の地

質構造を明らかにするために広く用

いられている。特に海底油田の探査

に有効であることから、その技術開

発に大きな資金がつぎ込まれ、高度

な発展を遂げてきた。同時に学術的

な海底地質の調査研究を目的とした

調査にも広く用いられている。音波

探査断面の解析からは、地質学的に

も重要な発見が数多くなされてい

る。例えば、海溝での海洋性プレー

トの沈み込みは音波探査断面によっ

て誰にでもわかる形で立証された

し、地殻の変形によって形成される

逆断層及び正断層の形状や変形パ

ターンの研究は、音波探査断面なし

では発展しなかった。また、世界中

の音波探査断面を持つ巨大石油会社

の石油地質学者が、それらの解析か

ら過去数億年間の汎世界的な海水準

変動が明らかにできることを提案

し、大きな議論を巻き起こした。最

近では、活断層の評価や地殻変動の

解析、環境変動の研究にも不可欠な

データとして活用されている。

音波探査断面を公開する意義

　このように音波探査断面は地質学

的に重要なデータではあるが、日本

ではデータを取得し解析している機

関が限られているうえ、音波探査断

面の解析方法を系統的に教育してい

る大学も日本にはほとんどなく、こ

のデータを活用できる研究者も限ら

れており、それらが広く流通してい

る状況ではない。

　産総研（旧地質調査所）では、過去

25年以上にわたって日本周辺海域の

海底地質図を作成する目的で音波探

査断面を取得し、それを解析して海

底地質図を作成してきた。しかしな

がら、音波探査断面には海底地質図

に表現した情報だけでなく、様々な

自然災害や環境変動に関連した情報

が含まれている。それらの音波探査

断面を公開することによって、より

多くの方が音波探査断面に興味を持

ち、解釈方法を習得する材料として

利用すると共に、それが持つ様々な

地質情報が活用されることを期待し

ている。

データベースの内容

　公開している音波探査断面は、か

つて船上でアナログテープに録音さ

れた反射音を再生してデジタル化

し、さらに専用処理ソフトを用いて

バンドパスフィルター処理とゲイン

調整をしたものである（図１）。最近

のデジタル機器の高性能化と低価格

化によって、かつては非常にコスト

の高かった技術が容易に使えるよう

になったため、デジタルイメージが

効率的に作成できるようになった。

公開している断面は最近では当たり

前になったマルチチャンネル音波探

査データではないため、その質は高

いとは言えないが、それでも様々な

地質構造や堆積構造を観察すること

が可能である。現在は日本海の能登

半島周辺から男鹿半島付近までの大

陸棚と大陸斜面の断面を公表してい

る（図２）。今後、海域を拡大すると

共に、各海域毎に特徴的な地質構造

について解説も充実させていく予定

である。

図1　公開した音波探査断面の一例 図2　データを公開している範囲

130 E

130 E

140 E

140 E

30 N 30 N

40 N 40 N
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事業報告 　　講演会等報告 　　受賞・表彰 　　お知らせ　　

  産総研組織改編、3研究ユニットが発足

　2004年 5月 1日付で、3研究ユニットが発足しました。

地質情報研究部門
Institute of Geology and Geoinformation

●研究部門長　富樫 茂子

研究部門の概要
　当研究部門は、日本の地質に関する総合研究機関とし

て、地質調査総合センター関連のユニットと協力し、長

期的視点にたち、陸と海の研究を一元的に実施し、信頼

性の高い地質情報の知的基盤を構築する。同時に、以下

の課題の解決に向けて重点的かつ戦略的に取り組み、人

類と地球が共生し、安全・安心で質の高い生活と持続的

発展ができる国際社会の実現に貢献する。

研究課題　　
（1）都市沿岸域都市沿岸域都市沿岸域都市沿岸域都市沿岸域：産業立地基盤としての都市及び沿岸域

の地質災害軽減と環境保全のため、生態系も含む地質環

境の総合的な研究

（2）地震地震地震地震地震・・・・・火山火山火山火山火山：地震・火山噴火などの地質災害の軽減

に資する研究

（3）大陸棚調査大陸棚調査大陸棚調査大陸棚調査大陸棚調査：大陸棚画定のための地質調査

（4）島弧地質島弧地質島弧地質島弧地質島弧地質： 国土基本情報としての陸域と海域におけ

る島弧地質と知的基盤整備

（5）情報地質情報地質情報地質情報地質情報地質・・・・・地質標準地質標準地質標準地質標準地質標準：高度で多様な地質情報の整備・

発信と標準化研究

将来展望　
　社会の要請に積極的に応えるため、地質情報の利便性

の向上と発信を推進し、国・自治体・産業界との連携を強

化し、専門家としての提言等を行う。研究によって得た

地質情報はもちろんのこと、地球を理解するために展開

する科学技術は、地質学的にも関連の深いアジアを始め

とする世界にとって共通の財産であり、国際地球惑星年

（2005-2007）や国際組織等を通じて、世界に貢献する。

地質情報研究部門の研究のアウトカムの概念図

環境化学技術研究部門
Research Institute for Innovation in Sustainable Chemistry

●研究部門長　島田 広道

研究部門の概要
○環境負荷物質（主として有害物質）排出の最小化

○エネルギー効率の向上・温室効果ガスの排出量削減

○有限資源から循環型資源への原材料転換

　持続発展社会を実現するために上記三つの技術目標を

掲げ、合成、分離など、化学および化学工学の展開が大

きな役割を果たす産業技術の研究開発を進めるための研

究部門として、環境調和技術研究部門、物質プロセス研

究部門、フッ素系等温暖化物質対策テクノロジー研究セ

ンター、人間系特別研究体、生活環境系特別研究体の再

編により本年5月1日に発足した。常勤職員約80名が、

つくばセンター、関西センターを主たる拠点として研究

活動を展開する。

研究課題
（1） 反応・触媒・プロセス技術

 a) 高選択合成のための化学反応・触媒技術の研究開発

 b) 有害化学物質除去技術の研究開発

 c) プロセス（合成、分離など）省エネルギー化技術の

研究開発

（2） 材料技術

 a) 生分解性プラスチックの研究開発

 b) 先進型バイオマテリアル（界面活性剤など）の研究開発

 c) 低環境負荷高機能材料（フッ素材料、ガラスなど）の

開発

研究展望
　当研究部門の最終目標は、循環型資源を原料として、

環境負荷となる廃棄物を生み出すことなく、また最小の

エネルギーを使用して、選択的に目的製品を製造する技

術の開発である。一方、現在の産業技術体系は既開発技

術の蓄積に基づいており、産業技術転換には莫大なコス

トと長期にわたる新技術導入期間が不可欠となってい

る。当研究部門では、長期的観点から上記最終ゴールを

目指す画期的産業技術の研究開発と、短・中期的観点か

ら既存産業の環境負荷低減技術及びエネルギー効率向上

技術の研究開発をバランス良く進める。
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 平成16年春の叙勲

瑞宝小綬章 岡部 賢二

元地質調査所北海道支所長

瑞宝小綬章　 栗岡 豊

元電子技術総合研究所大阪支所長

瑞宝小綬章　 小坂 岑雄

元名古屋工業技術研究所ｾﾗﾐｯｸｽ応用部長

瑞宝小綬章　 杉浦 正昭

元化学技術研究所首席研究官

瑞宝小綬章　 田中 芳雄

元繊維高分子材料研究所生体工学部長

瑞宝双光章　 馬場 健三

元地質調査所物理探査部長

瑞宝小綬章　 盛谷 智之

元地質調査所海洋地質部長

瑞宝双光章　 吉田 範家

元工業技術院総務部筑波管理事務所次長

（ 2004年 4月 29日）
 平成16年度文部科学大臣賞

（ 2004年4月6日）

研究功績者

新井 優（計測標準研究部門）

○高温用白金抵抗温度計に関する研究

徐 超男（実環境計測・診断研究ラボ）

○新規な高輝度応力発光体・デバイスの研究

創意工夫功労者

麻生 昇（研究環境整備部門）

○粉粒体定量供給装置の改良

環境管理技術研究部門
Research Institute for Environmental Management
Technology

●研究部門長　山崎 正和

研究部門の概要
　当研究部門では、快適で安全な環境の創造を目指した

研究開発を行い、環境産業の創出および関連政策の立

案・実効に貢献することを目標とする。温室効果気体を

含む環境負荷物質の放出と大気、陸域、海洋等への循環

メカニズム・環境影響、有害化学物質の環境中挙動、廃

棄物対策の環境適合性などを明確にし、適切な環境計測、

環境浄化・修復、リサイクル技術の開発と評価を行う。

研究課題
　以下の3つの研究分野で、有機的な連携を当研究部門

の強みとして作用させながら研究を進めていく。

（1）環境計測環境計測環境計測環境計測環境計測・・・・・監視監視監視監視監視・・・・・挙動系挙動系挙動系挙動系挙動系：発生源及び環境における

環境負荷物質の新しい計測原理・計測技術を開発し、そ

の製品化、標準化、並びに対策技術への指針提示を行う。

（2）浄化浄化浄化浄化浄化・・・・・修復修復修復修復修復・・・・・リサイクル技術系リサイクル技術系リサイクル技術系リサイクル技術系リサイクル技術系：大気、水、土壌等

の媒体に放出され残留している有害化学物質によるリス

クを省エネルギー・省資源に削減する技術および環境に

適合する資源リサイクル技術を開発し、それらの実用化

による環境産業の創出を目指す。

（3）温暖化評価温暖化評価温暖化評価温暖化評価温暖化評価・・・・・対策系対策系対策系対策系対策系：地球温暖化を抑制する経済社

会を実現する政策に資するため、温暖化関連物質の挙

動・循環の解明、二酸化炭素の排出削減技術の評価手法

および海洋隔離の環境影響予測手法を開発する。

将来展望
　「環境産業の創出および関連政策の立案・実効への貢

献」というミッションに立脚し、産総研が取り組む環境

研究のプラットフォームの役割を担うべく、将来は更に

「未規制・未知有害物質の挙動解明」、「有害化学物質の生

体影響、生態系機能の計測技術開発」、「環境浄化機能の

利用、促進、強化を図る技術開発（環境容量の評価・拡

大）」、「大気／海洋／陸域間の相互作用を組みこんだ、地

球温暖化関連物質の将来濃度予測手法の確立」などの研

究展開を図る。

有害化学物質のリスク削減技術
・省エネ･省資源処理技術（先端酸化、触媒、生物機能）
・環境浄化技術（光触媒、電気化学、生物機能）
・リサイクル技術（粒子分離、抽出精製、再資源化）

有害物質の管理・監視に必要な計測技術
・ユビキタス環境センサ
・新規環境産業の基板測定技術

標準、DB、評価モデル等の知的基板情報提供

地球温暖化評価と対策
・温暖化関連物質の挙動・循環過程解明
・CO2削減対策の検証・評価手法の構築
・CO2海洋隔離の環境影響評価、システム評価

共通基板

応用技術

研究開発

科学的

地検の

集積と

解析

新規技術

の実用化普及

環境産業の

創出

国際貢献・

国際協力

政策立案・実行

への貢献

研究内容、期待されている役割、アウトカム
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フランス原子力庁ビュガ･アラン長官
つくばセンター来訪

　2004年 4月 20日

にビュガ・アラン

フランス原子力庁

長官がつくばセン

ターに来訪されま

した。小玉副理事長

から産総研の概要

説明を受けた後、界

面ナノアーキテクトニクス研究センター及び次世代半導

体研究センターを訪問されました。清水界面ナノアーキ

テクトニクス研究センター長からセンターの概要及び脂

質ナノチューブの研究について説明を受け、また、越崎

高密度界面ナノ構造チーム長からはオンデマンド・マイ

クロプラズマプロセスについて説明を受けられました。

その後、次世代半導体研究センターに移動し、廣瀬次世

代半導体研究センター長からMIRAIプロジェクトの概

要を紹介された後、スーパークリーン棟の施設内部を視

察されました。最後に、「今後、ナノテクノロジー関係で

フランスの研究機関との協力を積極的に進めて欲しい。」

とのコメントを長官から頂きました。

 ハノーバーメッセ2004開催

　2004年4月19日～

24日の6日間、ドイ

ツのハノーバーで国

際見本市ハノーバー

メッセ 2004 が開催

されました。

　本メッセは様々な

産業分野を一堂に会

す世界最大規模の産業専門見本市で、今年の出展社数は

5,040社、来場者数は18万人でした。産総研は「研究開

発及びテクノロジー」館に環境とエネルギーをテーマ

に、技術移転促進のため光触媒、氷蓄熱、排ガス浄化、生

分解性プラスチック、CO2分離などの技術を紹介しまし

た。特に環境関連技術はEUの企業、大学・研究機関か

ら、エネルギー関連技術については亜熱帯・熱帯諸国の

企業の関心が集まりました。数社とライセンシング、共

同・受託研究の話し合いが持たれ、更に産総研ベン

チャーの製品についての問い合わせがあり、技術移転に

繋がる出展となりました。

2004中部パック　
包装・食品・物流機器、関連機器、
包材、食材展

　2004年4月7～10

日、ポートメッセな

ごやにおいて中部

包装食品機械工業

会が主催する「2004

中部パック 包装・

食品・物流機器、関

連機器、包材、食材展」が開催されました。

　産総研は、この展示会の特別テーマとなった光触媒に

ついて出展することとなり、その紹介から包装業界にお

ける応用まで、更には技術移転を視野に入れ、産総研と

産総研イノベーションズが連携を図り、光触媒関連技術

についてパネルとサンプルを用いて展示しました。期間

中は、多数の来場者がブースを訪れ、関連業界における

光触媒技術に対する関心度を計ることができたと共に、

技術移転の可能性を感じ取ることができました。また、8

日には、サステナブルマテリアル研究部門環境セラミッ

クス研究グループ長　垰田博史による「光触媒とは」と

題した講演会が行われ、300名に上る多数の聴講者があ

りました。

地球環境展　－青い惑星・地球－

　2004年3月20日～

4月 4日、新潟県立

自然科学館におい

て（財）新潟県文化

振興財団及び新潟

県立自然科学館が

主催する「地球環境

展　－青い惑星・地

球－」が開催されました。この催しは、子供達を中心に

環境問題に対する知識を深めてもらうことを目的に、

「地球温暖化」「酸性雨」「水質環境」「有害廃棄物・リサ

イクル」等の発生メカニズムや地球環境に及ぼす影響、

対策方法などが展示されました。

　産総研は、「環境改善に役立つ最新技術の紹介コー

ナー」に、光触媒と生分解性プラスチックに関する技術

を出展しました。春休みを利用した特別企画のため、展

示コーナーには沢山の親子連れが訪れました。特に光触

媒効果をわかりやすく紹介するために行った「色水の脱

色実験」が人気となり、沢山の子供達が興味深げな面持

ちで見学していました。
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　平成16年度の科学技術週間に、常設公開施設でもある

サイエンスミュージアム、地質標本館およびくらしと

JISセンターの特別公開を行いました。

■ サイエンスミュージアム

　4月15日、サイエンスミュージアム特別公開を行いま

した。4月13日に同ミュージアム展示物「癒し系ロボッ

ト・パロ」の紹介がＮＨＫで放映されたこともあり多く

の方が来場し、子供達にも好評でした。

　産総研では今年度、皆様が更に楽しめる空間を提供で

きるよう、新たな展示室設置を秋頃に予定しています。

是非、またご来場下さい。展示内容は下記ホームページ

で紹介させていただいていますので、是非、ご覧下さい。

http://www.aist.go.jp/aist_j/museum/index.html

■ 地質標本館特別展「地球再発見」・講演会「水晶の生い立ち」

　科学技術週間にちなんで、地質標本館に常設展示され

た地震・火山分布模型、太平洋の海底地形模型などを、

注意深く見ていただこう、そして、プレートテクトニク

スと呼ばれる全地球観を実感していただこうというの

が、「地球再発見」の趣旨です。期間中の4月17日には、

「水晶の生い立ち」と題する普及講演が行われました。水

晶のような身近な鉱物を話題の中心に据えて、マグマの

発生、熱水循環、鉱物の沈殿、侵食などの地質現象が平

易に解説され、私たち自身が野山を歩き「地球再発見」

の喜びを得られることが強調されました。参加者には、

水晶標本、水晶写真の下敷きが記念品として配布され、

好評を得ました。

■ JISパビリオン特別展、くらしとJISセンター特別公開

　4月13～16日の4日間、くらしとJISセンターにおい

て特別公開を行いました。JISやJISマーク制度、産総研

の工業標準化の成果などの常設展示物の他、高齢者疑似

体験や車いすの体験コーナーも設け、多くの方に高齢者

の生活・福祉についての体験を通して、これらの分野で

も標準化の重要性について理解していただきました。

　また、4月15日は、くらしとJISセンターで実施して

いる高齢者・福祉関係の標準化研究の研究室を公開し、

多くの見学者が訪れ、積極的に質問をされ、熱心に聞き

入っていました。

世界初のグリッド展示会
Grid World 2004東京で開催

　2004年4月27～28

日、東京・お台場 東

京ファッションタウ

ンビルTFTホール

において、世界初の

グリッドに関する大

規模な展示会と講演

会「Gr id  Wor ld

2004」が開催されました。産総研がコンソーシアム規定

に基づいて設立したグリッド協議会が企画を、IDGジャ

パンが事業運営を担当し共催しました。国内外の研究者

を集めたグリッドに関わるシンポジウムの他、20の団体

によるブース展示およびセミナーが開かれ、入場者約

2,000人を数える盛大な催しとなりました。ベンダー企業

に加えて多数のユーザ企業の参加を集め、ニーズとシー

ズの出会いの場所を生み出すとともに、グリッド技術の

動向やベンダー各社のグリッド関連製品への取り組み状

況について広く一般企業にまで普及、啓蒙することがで

きました。また、産総研として展示ブースを設け、研究開

発成果の紹介を行ったことで、今後のグリッドの更なる

実用化に向けてユーザの声を集める機会が得られました。

産総研一般公開のお知らせ

　次世代を担う青少年の科学技術に対する興味・関

心を喚起し、学ぶ意欲の向上を図ること、産総研を

理解してもらうことを目的として、産総研では一般

公開を実施します。

7月 24日（土）つくばセンター

　【予定公開内容】

　・特別講演“「宇宙の科学」について”

　　 　講師: 毛利 衛 氏（宇宙飛行士/日本科学未来館館長）

　・科学教養講座

　・サイエンス実験ショー

　・研究成果物展示

　・実験施設公開

　・チャレンジコーナー　　他
（5/14現在：情報は順次更新・変更されます）

7月 24日（土）　中部センター

8月  7日（土）　北海道センター

8月 21日（土）　東北センター
＊5月20日現在で日程が確定しているものを掲載しています。

総合窓口　TEL: 029-861-4124

平成16年科学技術週間に
つくばセンターが特別公開

地質標本館特別展
「地球再発見」

サイエンスミュージアム
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June6
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長期開催

052-223-8603

03-3263-5394

090-2696-5281 ●

052-736-7153●

052-736-7121●

029-861-4124●

052-736-7064●

011-857-8428●

022-237-5218●

03-3262-8214

029-861-8223●

03-5210-7111

03-5210-7005

03-3222-7197

03-5255-2879

03-3580-3052

029-861-3750●

03-5474-6128

名古屋

京都

札幌

名古屋

名古屋

つくば

名古屋

北海道

仙台

茂木

北海道

東京

東京

東京

東京

東京

つくば

東京

第49回新技術動向セミナー

第3回産学官連携推進会議

バイオウィーク in Sapporo 2004

（シンポジウム）ゲノムと生物機能　－ From Protein to Structure －

ワークショップ「低環境負荷セラミックスプロセス」

第2回産総研化学センサ国際ワークショップ

一般公開（つくばセンター）

一般公開（中部センター）

一般公開（北海道センター）

一般公開（東北センター）

第2回全日本学生フォーミュラ大会

第18回流動層技術コース

イノベーションズ・ジャパン2004

バイオジャパン2004

2004産学官技術交流フェア

日経ナノテク・ビジネスフェア2004

第31回国際福祉機器展（HCR2004）

地質標本館特別展「地球再発見」

TEPIA 第16回展示「ロボットと近未来ホーム ～日本を元気にする新技術～ 」

17日

19～20日

1～2日

9日

16日

24日

24日

7日

21日

31～9月2日

2～3日

28～30日

28～30日

29日～10月1日

29日～10月1日

13～15日

～6月27日

～7月23日

9 September




